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沖縄の施政権返還と日本の地域的役割分担については、これまでさまざまな角度から論じられてきた。返還交渉を
めぐる政策決定過程のなかで、日本の地域的役割分担が強調されたことは既によく知られていることである。これを
示す代表的な文献としては、国務省で返還交渉に関わったＵ・アレクシス・ジョンソン（ご・どの凶⑫］・目②。□）の回
（１） 
顧録を挙げることができよう。佐藤内閣期の一九六六年一○月に駐日大使として赴任したジョンソンは、沖縄返還の
条件が日本による地域的役割分担の拡大であることを日本政府に強調した一」とを回想録で明らかにしている。同時代
の公文書から窺うことのできる米政府の立場の多くが、この見解を共有していることもよく知られている通りである。
しかし、地域的役割分担の具体的内容は、当時にあって、必ずしも明確であった訳ではなかった。ただ、施政権返
還に合意した一九六九年の日米首脳会談では、佐藤一一クソン共同声明と佐藤首相によるプレス・クラブ・スピーチと
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と明記していた。
と
い
う
総
理
大
臣
の
見
解
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
（２） 
「大統領は総理大臣の見解と同意見である』曰を述べた。」
と述べ、
の二つの文書が公表されており、これらが次のような日本の地域的役割分担論を明らかにしていたのは事実である。
既
に
周
知
の
こ
と
で
あ
る
が
、
以
下
、
煩
些
を
厭
わ
ず
述
べ
れ
ば
、
共
同
声
明
は
、
第
四
項
で
、
「韓国の安全は日本自身の安全にとって緊要（の⑩の①貝巨）である。」
「台湾地域における平和と安全の維持も日本の安全にとって極めて重要（百℃貝薗貝）な要素である。」
と述べていた。いずれも、総理大臣の認識を示すものとして述べられていたのである。これに加えて第七項では、
「
総
理
大
臣
と
大
統
領
は
、
施
政
権
返
還
に
あ
た
っ
て
は
、
日
米
安
保
条
約
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
諸
取
り
決
め
が
変
更
な
し
に
沖
縄
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
意
見
の
一
致
を
見
た
。
こ
れ
に
関
連
し
て
、
総
理
大
臣
は
、
日
本
の
安
全
は
極
東
に
お
け
る
平
和
と
安
全
な
く
し
ては十分に維持することができないものであり、従って極東の諸国の安全は日本の重大な関心事であるとの日本政府
の認識を明らかにした。」
「沖縄の施政権返還は、
るようなものではない。」
とし、同時に、
こ
れ
を
補
足
す
る
も
の
と
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て
、
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に
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従来、首脳会談で合意された共同声明が、日本の安全保障の具体的内容についてこのように具体的な国名、ないし、
地域名を列挙して規定したことはなかったことから、一九六九年の共同声明とプレス・クラブ・スピーチは、日本が
極東の安全保障に関する地域的役割分担を積極的に担うことの意思表示、と受け取られた。これが当時の野党・社会
党からの強い批判を生じたことは言うまでもない。
とは言え、これらのいわゆる「韓国条項」と「台湾条項」が施政権返還に伴う日本の地域的役割分担を示す文言だ
ったとしても、この共同声明後に日本がどのような具体的活動を行うか、についての政策決定が行われた形跡はみら
れない。つまり、佐藤・ニクソン会談の合意が、当時、具体的にどのような地位的役割分担を想定したのか、という
点については、必ずしも明らかではないのである。
ところで、近年になると、施政権返還をめぐる一九六九年の合意について、より長期的な立場から、その歴史的意
た
こ
と
に
な
る
。 法学
志
林
第
一
○
六
巻
第
一
号
四
ように具は咄的な日米政府間の合意を明らかにしていた。
「特に韓国に対する武力攻撃が発生するようなことがあれば、これはわが国の安全に重大な影響を及ぼすものであ
ります。従って、万一、韓国に対して武力攻撃が発生し、これに対処するため米軍が日本国内の施設、区域を戦闘作
戦一口動の発進基地として使用しなければならないような事態が生じた場合には、日本政府としては、このような認識
（３） 
に立って、事前協議に対し前向きにかつすみやかに態度を決定する方針であります。」
つまり、共同声明とプレス・クラブ・スピーチを併せて読む限り、一九六○年の安全保障叩条約改定の際に導入され
た事前協議制度について、とりわけ朝鮮半島有事の際には、日本政府が従来よりも柔軟な立場で臨むことが確認され
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味を捉え返そうとする立場が現れ始めた。つまり、当時の政治的論議、及び政党間対立軸に沿った議論からはひとま
ず離れて、共同声明が表明した日本の立場を吟味し、これを日本外交における安全保障政策の流れの中に位置付けよ
しかし、当事者である韓国政府、台湾政府の認識、行動、役割については、必ずしも十分な検討が行われてきたと
は言えない。そこで、本稿では、韓国、台湾の両国政府が沖縄の施政権返還についてどのような立場をとってきたの
か、その背後には、両国政府のどのような危機認識があったのか、という問題を考えてみたい。殆ど注目されてこな
かったことであるが、両国政府は返還交渉の進展に当たって、それぞれ自国の安全保障を維持する観点からさまざま
な働きかけを行った。その対象は日米両国政府であったが、働きかけの内容は、総じて沖縄の米軍基地機能が施政権
返還によって低下することのないように、というものであったと見て良い。とりわけ、韓国政府の立場は、より具体
的に沖縄基地の核機能の低下に強く反対するものであったと言えよう。アメリカ政府はこうした諸国の立場に無関心
ではあり得なかった。実際、返還交渉大詰めの六九年二月、交渉の実質的担当者であったＲ・スナイダー（四号‐
四己伊・のロのこの『）公使が、日米共同声明と日本の地域的役割分担に関し、台北とソウルを訪問し、両国政府の返還交
沖
繩
返
還
と
地
域
的
待
薊
分
担
論
二
）
（
河
野
）
五
その一つが、「韓国条項」、「台湾条項」は、その後の日本の安全保障政策にとって何であったのか、という問いか
（４） 
けであり、これらの条項と日米安全保障条約の第六条との関連に注目する研究である。これに加えて、佐藤・ニクソ
ン共同声明の「韓国条項」、「台湾条項」については、日米関係に関する先行研究の中で既に論じられており、これら
の条項を共同声明で掲げることについて日米両国政府のどちらが積極的であったか、をめぐっては、複数の関係者の
うとする研究動向が生じている。（５） 
やや異なる証一一ロが残されている。
しかし、当事者である韓国政【
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（６） 
渉に対する協力と支持を確認していた事実がある。
しかし他方で、施政権返還をめぐる日米両国政府の危機認識は、韓国、台湾両国政府の危機認識とは、明らかに異
なる位相のものであったことも見逃すことができない。つまり、本稿は、日米両国政府内の政策決定過程を論じるに
あたって、韓国、台湾両国政府が果たした役割を組み込むことにより、沖縄返還問題をより広い地域的秩序のなかで
再検討する試みである。こうした関心に基づいて本稿では、既に変容しつつあった六○年代末の冷戦環境のもとにあ
って、同じ西側陣営に位置する曰、米、韓国、台湾の各国が、それぞれ固有の安全保障に関する危機認識を背景とし
て交渉に関わったことに注目し、こうした視点から見たアジア太平洋の冷戦史に関する一つの切り口を示したい。
さらに、本稿の問いかけは最終的には施政権返還問題を戦後日本外交のなかでどのように位置づけるか、という課
題に結びつくことを目指している。何故なら、一九六○年代後半の国際環墳５中で、日本外交は日米安全保障条約の
延長、ＮＰＴへの加盟と関連する核保有をめぐる問題などに直面していたが、これらの外交課題は沖縄Ｆ施政権返還と
密接に関連していたからである（第二章参照）。言いかえれば沖縄問題を焦点として、これらの課題をめぐる日本外
交の基本的方向性が模索されていたと言えよう。こうした意味から本稿は、日本外交史のなかの一つの側面について
沖縄問題を軸として考察しようとする試みでもある。
第
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論
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第一章では、まず沖縄の施政権返還が、どのようにして日米政府間の交渉のテーブルに載ったのか、ということを
検討しよう。そもそも、施政権返還問題が交渉のテーブルに載ること自体、一つの政策転換であったことは、注目し
ておくべき点である。何故なら、岸内閣末期から池田内閣期にかけて、つまり一九五九年から一九六四年にかけての
日本政府は、沖縄問題について、あえて施政権返還を求めることなく、住民の生活水準向上と政治的自治拡大を求め
ることで、住民の黙認を得ようとしていたからに他ならない。こうした政府間の合意については、アメリカによる核
（１） 
配備計画と沖縄への核兵器導入とが背景となっていた。
この点を考えると、佐藤首相が、施政権返還の対米要求をいつ決意したか、という問題は、依然として重要な問い
（２） 
であって、既にいくつかの研究で論じ雲われてきた。しかし、これについて決定的な見解はまだない。
同時に、アメリカ政府における返還論の提起についても、事情は似ている。つまり、いわゆる「スナイダー・レポ
ート」（虞○口『ごｐごロ②国尉の⑪豐）の画期性が指摘されてはいるものの、その実態は依然として解明され尽してはいな
こうした点を踏まえて、本稿では、日米両国の政府内で、施政権返還がどのようにして注目され、交渉の議題とし
て浮上してきたか、ということに焦点を当てることにする。従来、施政権返還については、政府間の正式交渉（一九
六九年五月から開始）に関する研究が中心となっており、その結果、佐藤・ニクソン会談（’九六九年二月）と核
（４） 
抜き返還をめぐる密約については多くの研究が蓄積されている。しかし、その反面、佐藤内閣期の一別半とジョンソン
（５） 
政権期の沖縄問題をめぐる政治過程に関する研究はまだ少ない。
ところで従来、殆ど注目されてこなかったことであるが、本稿が示す通り、一九六九年の佐藤・ニクソン合意に先
沖
繩
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
（
二
（
河
野
）
七
（３） 
いのである。
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立って、’九六四年末からすでに日米両国政府は沖縄・小笠原問題について相互の立場を探り始めていた。沖縄・小
笠原問題に対し「施政権返還」という一々法で取り組もうとする意欲を最初に示したのは、間違いなく日本政府であっ
た。一九六四年末のことである。これに対するアメリカ政府の立場は当初、極めて硬いものがあったが、六五年夏頃
から六六年にかけて、予想外の早い展開で沖縄問題をめぐる政策的環境が変化する。アメリカ政府は、極秘で琉球問
題を検討するワーキング・グループ（幻冒国巨の言・烏言いの８巨己）を立ち上げ、研究を進めることにしたのである。
この変化をめぐる政治過程を両国政府内、及び、政府間で展開された政策決定を中心として検討したい。とりわけ本
稿の関心は、日本政府の意思表示の一々法、その際に考慮された基地機能に関する選択肢、である。加えて、これに直
面
し
た
ジ
ョ
ン
ソ
ン
政
権
の
沖
縄
構
想
と
対
日
政
策
形
成
に
も
目
を
配
り
た
い
。
こ
れ
ら
を
考
え
る
際
、
施
政
権
返
還
に
当
た
っ
て
日
米
両
国
政
府
が
、
日
本
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
地
域
的
役
割
分
担
を
想
定
し
て
い
た
か
、
と
い
う
こ
と
に
関
心
を
払
う
こ
と
と
す
る
。
同
時
に、一九六四年秋、中国核実験のインパクトとヴィエトナム情勢の帰趨が、沖縄基地の機能に関する日米両国政府の
認識にどのように影響したか、という点にも配慮したい。つまり先に述べた通り、本稿は、沖縄施政権返還問題をめ
ぐる政治過程を通して、アジア太平洋地域における冷戦変容と多極化の萌芽の現れ方を探ろうとする試みでもある。
この試みは、冷戦史における沖縄返還の意味を考えることにつながるはずである。
まず第一章では佐藤首相の第一回訪米を考察してみよう。前提となるのは、日本政府が池田内閣期の沖縄に関する
取
り
組
み
か
ら
明
確
な
変
化
を
見
せ
た
こ
と
で
あ
る
。
周知の通り、佐藤栄作は、一九六四年夏の自民党総裁選挙に出馬する際に、施政権返還を一つの課題として掲げて
周知の通り、佐奉
いた。その表現は、
Hosei University Repository
（６） 
する』曰確認した。」
この部分を読むと、一九六一年二月の首脳会談で、沖縄問題は施政権の問題として、ではなく、あくまでアメリ
カによる統治を前提とした上で、日本への施政権返還を争点とすることなく、住民の安寧と福祉を増進する方向で、
取り組まれていたことが解る。五九年の岸内閣期以降の日本政府の方針が踏襲されていたのである。
これに対して、佐藤・ジョンソン共同声明（一九六五年一月）の第二項は次のような文言になっていた。
「大統領と総理大臣は、琉球及び小笠原諸島における米国の軍事施設が極東の安全のために重要であることを認め
た。総理大臣は、これらの諸島の施政権ができるだけ早い機会に日本に返還されるようにとの願望を表明し、さらに、
（７） 
琉球諸島の住民の自治の拡大及び福祉の一層の向上に対して深い関心を表明した。」
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
九
「首相になったら、訪米して、正面から施政権返還を要求する。」
となっており、返還についての強い意欲が表明されていたのである。その背景に、佐藤のブレーン集団であるｓオ
ペレーションの存在があったことは、今日ではよく知られていることであろう。
予め確認しておくと、首相に就任して最初の訪米で佐藤は確かに施政権返還に触れていた。その証左は、池田・ケ
ネディ共同声明（一九六一年二月）と佐藤・ジョンソン共同声明（一九六五年一月）の沖縄に関する言及を比較す
ることで示すことができよう。まず、池田・ケネディ共同声明は、最後の部分で次のように述べている。
「大統領と総理大臣は、米国の施政下にあるが、同時に日本が潜在主権を保有する琉球および小笠原諸島に関連す
る諸事項に関し、意見を交換した。大統領は米国が琉球住民の安寧と福祉を増進するため一層の努力を払う旨確認し、
さらに、この努力に対する日本の協力を歓迎する旨述べた。総理大臣は、日本がこの目的のため米国と引き続き協力
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と述べられてはいたが、これはあくまで大統領の願望を示したものにすぎない。
つまり、総じて六五年の共同声明は日本政府の施政権返還への願望に言及していたとは言え、それについてアメリ
カ政府の合意が得られた、という訳ではなかったのである。
こうした点を踏まえた上で、第一回の佐藤訪米で、沖縄問題がどのように話し合われ、どのような合意が形成され
たのか、を考察しよう。一九六四年夏の自民党総裁選には敗れたものの、池田首絹お病気による退陣に伴って佐藤は
同年二月に首相に就任した。その直後の動きを追ってみたい。
佐藤首相が訪米の意欲をラィシャワー〈目三日。”：。百口の『）大使に伝えたのは首相就任の翌日のことであった。
（９） 
’一月一○日の園遊会で、佐藤首相から一フイシャワー・アメリカ大使に向けて、訪米の希望が伝えられている。これ
に先立って二月三日には、ジョンソン大統領の再選が決定していた。佐藤の訪米希望は、ジョンソン再選を踏まえ
て、日本からの要望を大統領に直接に伝えたい、というものであったと言えよう。
（８） 
待望Ｉしている。」
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つまり、一九六一年の共同声明と比較する限り、六五年の共同声明は、日本政府が施政権返還を望んでいる、とい
う事実を明記した点で、従来の立場とはあきらかに異なっていたのである。
とは言え、佐藤・ジョンソン共同声明が言及した「施政権返還」の扱い方には明白なアメリカ側の留保が示されて
いたことも確認しておかなければならない。つまり、この部分は、佐藤首相の一方的希望を述べる形で表現されてい
たからである。この部分に続いて、
「大峰延領は、施政権返還に対する日本政府及び国民の願望に対して理解を示し（中略）、この願望の実現を許す日を
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ところで、訪米前の時点で既に佐藤首相は、沖縄問題に対する彼自身の強い関心を周辺に伝えていた。その一例は、
訪米前の次のような発言である。翌一二月に入り、佐藤首相は、新任の臼井荘一総理府総務長官を交えて、沖縄のア
ルパート・ワトソン（口・の目の３－シ｝すの『（三四扇・ロ』冑）高等弁務官、ライシャワー大使に会っている。｜四日のこと
で
あ
る
。
こ
の
時
、
佐
藤
首
相
は
沖
縄
訪
問
計
画
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
た
。
首
相
の
沖
縄
訪
問
は
、
戦
後
初
め
て
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の会談には橋本登美三郎官房長官などが同席していたが、この時、佐藤は沖縄訪問計画については、まだ公表しない
（川）
ように周辺に念を押していた。
訪
米
の
日
程
が
一
月
に
決
ま
る
と
首
脳
会
談
を
控
え
た
佐
藤
首
相
は
、
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
大
使
と
の
間
で
予
備
的
な
意
見
交
換
を
行
っ
て
い
る
。
’
二
月
末
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
意
見
交
換
で
は
、
い
く
つ
か
の
注
目
す
べ
き
日
本
側
の
意
向
が
示
さ
れ
て
い
る
。
周
知
の
と
お
り
、
佐
藤
首
相
が
日
本
の
核
武
装
可
能
性
を
示
唆
し
た
の
は
、
こ
の
意
見
交
換
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
こ
れ
と
同
時
に
佐
藤
首
相
は
、
沖
縄
問
題
に
つ
い
て
次
の
よ
う
な
打
診
を
行
っ
て
い
た
。
ま
ず
、
’
二
月
二
九
日
付
け
の
日
本
政
府
「
ト
ー
キ
ン
グ
・
ペ
ー
パ
ー
」
（
「
琉
球
・
小
笠
原
に
関
す
る
ト
ー
キ
ン
グ
・
ペ
ー
パ
ー
」
）
（、）
を
見
よ
う
。
こ
れ
は
ワ
シ
ン
ト
ン
の
日
本
大
使
館
か
ら
国
務
省
に
伝
え
ら
れ
て
お
り
、
同
じ
も
の
が
同
時
に
篁
泉
の
ア
メ
リ
カ
大
使
館
に
も
伝
え
ら
れ
て
い
た
。
こ
れ
は
、
首
脳
会
談
の
予
定
議
題
の
一
部
と
な
る
こ
と
を
想
定
し
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で
あ
ろ
う
。
ト
ー
キ
ン
グ・ペーパー本文は二ページの簡潔な内容であったが、その内容は、明らかに沖縄問題について前政権とは異なる志
向
を
伝
え
る
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
に
長
文
二
八
ペ
ー
ジ
）
の
付
属
文
書
が
付
け
ら
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
ま
ず
注
目
す
べ
き
点
は、本文の冒頭部分であった。つまり、沖縄問題に関する八項目の予定議題のなかで、冒頭に置かれた第一項目には
「住民が自治拡大、政治的社会的自由に加えて、施政権の日本への返還を望んでおり、日本本土でも琉球問題への関
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
’一
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心が高まっている。」との文言があったからである。
続く第二項目が「自治拡大と人権の保障」となっていることから見て、このトーキング・ペーパーの意味は、施政
権返還を、従来の政策の延長線上にある「自治拡大」路線とは異なる方針として、アメリカ側に印象付けようとする
処にあった。つまり、このトーキング・ぺ１パーは、佐藤首相の沖縄に対する立場が、従来の日本政府の方針とは一
線を画すものであり、自治拡大に留まることなく施政権の日本への返還に及ぶものであることを示唆しようとしてい
た
の
で
あ
る
。
の構成は、
１
、
序
８
、
結
論
６
、
そ
の
他
の
改
善
す
べ
き
事
項
７、小笠原問題
５、経済援助の増進
２
、
施
政
権
の
日
本
へ
の
返
還
３
、
自
治
拡
大
と
人
権
の
保
障
４、日米両国政府の協力増進ｌ琉球問題に関する日米協議委員会の拡充
トーキング・ペーパーの付属文替は「琉球・小笠原問題」と題され、さらに詳細な議論を展開していた。付属文書
〈胆）
栂成は、次の通りであった。
Hosei University Repository
で
は
、
東
京
の
ア
メ
リ
カ
大
使
館
は
、
こ
の
ト
ー
キ
ン
グ
・
ペ
ー
パ
ー
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
反
応
を
示
し
た
の
だ
ろ
う
か
。
ラ
イ
シ
ャワー大使の同日付けワシントン宛電報によると、大使は佐藤首相に対して次のような慎重な助言を伝えていた。
ライシャワー大使は、佐藤首相に対し、先に見た「琉球・小笠原に関するトーキング・ぺｌパー」が、あまりに多
岐にわたる詳細な議論を展開している点を指摘した。その際、ライシャワーは、短い訪米日程で、これら全てについ
て
意
味
の
あ
る
議
論
を
し
、
結
論
を
得
る
こ
と
は
難
し
い
だ
ろ
う
、
と
述
べ
た
。
従
っ
て
、
佐
藤
首
相
に
対
す
る
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
の
助
言
（凪）
は
、
琉
球
・
小
笠
原
問
題
に
つ
い
て
は
、
日
米
協
議
委
員
会
の
権
限
拡
大
と
い
う
単
一
の
テ
ー
マ
に
限
定
し
た
方
が
よ
い
し
、
そ
れ
以
外
沖
縄
返還と地域的役割分担論二）（河野）
’一一一
と
こ
ろ
で
、
こ
の
付
属
文
書
の
結
論
に
も
注
目
し
て
お
き
た
い
。
結
論
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
た
。
「
極
東
の
平
和
と
安
全
を
確
保
す
る
為
に
、
現
状
の
基
地
機
能
を
維
持
し
つ
つ
、
住
民
の
復
帰
要
求
と
ア
メ
リ
カ
に
よ
る
統
治
と
の
調
和を図ることが日本政府の最低限の要求である。（中略）日本政府は、琉球問題に関し日米間の協調的関係が不可欠
であることを確信している。」
つ
ま
り
、
日
本
政
府
は
、
施
政
権
返
還
へ
の
意
欲
を
示
す
際
に
、
沖
縄
の
基
地
機
能
に
関
し
十
分
に
認
識
し
て
い
る
こ
と
を
も
強
調
し
以上の八項目の構成をみると、本文の趣旨と同様に、付属文書は第二項と第三項とを区別しており、ここで第二項
の施政権返還を自治拡大よりも高い優先順位に置く、という日本政府の意図が示されていたことが解る。加えて、第
二項は、琉球住民は言うまでもなく、日本の世論が施政権返還を強く要望していることを強調した上で、アメリカ政
府も又、究極的な返還の意図を表明している、とし、日本政府が可能な限り早期に返還が実現することを希望してい
る
、
と
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
こ
の
付
属
文
》
て
い
た
の
で
あ
る
。
では、雷杢泉の一
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の提一言は日米協議委員会の権限拡大について合意が得られた後で議論した方がよい、というものであった。この助言
に対して佐藤首相は、小笠原の墓参については少なくとも話題にしたい、と述べ、ライシャワーはこれについては国
（Ｍ） 
務省で検討したい、としている。周知の通り、佐藤首相は、首脳〈云談の主要議題は防衛問題であり、核兵器に関する
（鳩）
問題である、という立場をライシャワーに述べて彼を驚かせたが、それは、この話に続いてのことであった。
ラィシャワー大使が池田内閣期以来、沖縄問題には強い関心を寄せてきたことからみて、彼はトーキング・ペーパ
ーの内容が施政権回復要求を第一項目に挙げていることの含意と、それが従来の日本政府の立場から一歩を踏み出す
ものであることを了解していたのではないだろうか。ライシャワー大使は、こうした点についてアメリカ政府上層部
には必ずしも十分な準備がないことを理解した上で、佐藤に対して以上の助言をしたのではないか、と思われる。
ところで、その翌日、日本側は外務省と総理府が中心となって、琉球・小笠原に関するトーキング・ペーパーの内
（旧）
容について、大使館に向けて追加説明を行っていた。外務省アメリカ局と総理府特別地域連絡局による補足的な説明
は次のような興味深いものであった。
まず竹内外務省アメリカ局長は、佐藤訪米では琉球・小笠原に関するアメリカの》憧極的で前向きな行動が求められ
ていることを強調した。加えて山野幸吉総理府特連局長によれば、トーキング・ペーパーは、山野局長と総理府スタ
ッフが起草したものであり、その内容は池田内閣期の対米要求とは次のような意味で明らかに異なるものであった。
山野局長は、池田内閣期には沖縄返還と、その準備としての自治拡大が求められてきたことに対して、佐藤内閣の
沖縄艤霜悴は、次の点で異なっている、と説明していた。彼によると、佐藤首相は極東の安全保障を維持するためには、
沖縄の米軍基地が重要であることを認識している。従って施政権返還要求は、この認識に基づいて行われるものであ
Hosei University Repository
翌一九六五年一月には日米双方で訪米準備が具体化する。一月七日にはワシントンの日本大使館が佐藤訪米の予定
議題について、エイド・メモワールを作成、国務省にこれを伝えていた。日本大使館作成のエイド・メモワールの内
（旧）
容
を
み
よ
う
。
結
論
か
ら
言
う
と
、
こ
の
メ
モ
ワ
ー
ル
は
必
ず
し
も
沖
縄
問
題
を
重
視
し
た
も
の
に
は
な
っ
て
い
な
か
っ
た
。
つ
ま
り
外
務省事務レベルがまとめた一月七日付メモワールでは、中国問題を筆頭に五項目の議題が列挙され、琉球・小笠原問
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
一五
以上のような山野局長の説明は、佐藤首相の沖縄に対する意欲が日米関係の強化と結びついていることを改めて強
（Ⅳ） 
調するものであった、と一一一旨えるだろう。
こうした経過を整理すると、確かに佐藤首相は就任直後から訪米の意欲を持っており、訪米に向けた準備のなかで
は、日本が沖縄の米軍基地が持つ極東の安全保障に対する重要な役割について十分に認識していることをアメリカ政
府に強調しようとしていた。佐藤の取り組みは、この認識を前提として、施政権の日本への返還を求める、というも
の
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
佐
藤
首
相
は
、
こ
の
意
欲
と
認
識
を
事
前
に
国
務
省
と
ア
メ
リ
カ
大
使
館
に
向
け
て
伝
え
て
い
た
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
佐
藤
の
意
欲
に
対
し
て
ア
メ
リ
カ
政
府
は
、
ど
の
よ
う
な
反
応
を
示
し
、
そ
の
結
果
、
首
脳
会
談
で
は
、
ど
の
よ
う
な
議
論
が
展
開
さ
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。
って、沖縄基地使用についてアメリカに最大限の便宜を図ることが目的である。この目的のために日米琉の間の障害
を軽減する方法を模索したい。戦後、朝鮮半島、ヴィェトナムなどをめぐり、今ほど日米間の協力が必要な時期はな
い
。
第
二
節
訪
米
準
備
と
首
脳
会
談
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題は、その最後に挙げられていたに過ぎない。しかも、このメモワールには「日本への施政権返還」という文言はな
く、琉球住民の福祉増進と自治拡大に対する首相の強い関心が述べられるに留まっていた。これは、岸内閣末期以来
の
日
本
政
府
の
方
針
を
踏
襲
し
た
も
の
と
み
て
よ
い
。
つ
ま
り
、
’
二
月
末
の
ト
ー
キ
ン
グ
・
ペ
ー
パ
ー
が
、
従
来
の
線
か
ら
一
歩
踏
み
出そうとしていたことから見ると、実際に外務省から国務省へ伝えられたエイド・メモワールは、やや後退した内容
になっていたことは間違いない。山野局長の説明通り、一二月のトーキング・ペーパーが総理府作成によるものであ
っ
た
と
す
る
と
、
外
務
省
の
判
断
と
の
間
に
は
相
当
の
落
差
が
あ
っ
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
こ
の
一
連
の
経
緯
か
ら
み
る
と
、
日
本
側
が
一
九
五
九
年
以
降
の
沖
縄
に
関
す
る
態
度
を
変
更
し
、
施
政
権
返
還
に
軸
足
を
移
す
意
思
表示を試みたにも拘わらず、訪米鬮直前の準備作業のなかでは、これが必ずしも大統領レベルには伝わっていなかった
ことが解る。因みに、日本大使館作成の一月七日付けのエイド・メモワールが列挙した首脳会談の予定議題は次のよ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
で
、
佐
藤
訪
米
を
前
に
し
た
ワ
シ
ン
ト
ン
の
政
策
決
定
者
達
は
、
事
態
を
ど
の
よ
う
に
見
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。
同
じ
頃
、
国
５、琉球・小笠原問題
４ 
， 
１
、
共
産
中
国
問
題
２、壺杢用アジアおよびヴィエトナム間》題
３
、
曰
葦
周
系
日
韓
関
係
経
済
問
題
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この国務省の対日観、つまり、沖縄の現状維持が日本にとって利益であることを日本政府が熟知している、という
対日観からは、日本政府による施政権返還要求の論理は出てくるはずがなかった。国務省極東局の立場は、従って、
基本的な問題は、琉球の米軍基地をほぼ無期限に維持する必要がある、という点で日米両国政府は見解を共有してい
ることである、とし、我々は、この線に沿って日本政府との協力関係を維持することが肝要であり、琉球の自治拡大
と経済的福祉の増進の必要性を理解すべきである、ということになる。この極東局の認識こそは、岸内閣末期から池
田内閣期にかけての沖縄問題を規定する役割を果たしたものではなかったろうか。同時に、｝」の内容を見る限り、国
務
省
極
東
局
の
事
務
レ
ベ
ル
は
、
佐
藤
訪
米
を
前
に
日
本
政
府
内
部
に
生
じ
て
い
た
微
妙
な
変
化
に
つ
い
て
、
大
統
領
へ
伝
え
る
こ
と
を
（四）
蠕踏っていたことが窺われるのである。
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務省は大統領向けに佐藤訪米に関する幾つかのバックグラウンド・ペーパーを起草していた。
それぞれの予定議題別に作成されたペーパーのなかで、一月七日付の、琉球諸島に関するペーパーは、国務省極東
局
事
務
レ
ベ
ル
に
よ
っ
て
起
草
さ
れ
て
お
り
、
次
の
よ
う
な
興
味
深
い
内
容
を
盛
り
込
ん
で
い
た
。
まず、アメリカが対日平和条約第三条によって琉球に対する施政権を獲得し、他方で日本政府が同地域に対する潜
在主権を有する、との背景説明の後、このペーパーは、日本と琉球とにおける復帰要求の存在を認めながらも、次の
ような認識を明記していたのである。それは日本政府が現実的認識に基づいて琉球における米軍基地と核抑止力から
得られる日本の利益を理解している、という認識であった。つまり、日本政府は、沖縄のアメリカ統治が基地機能の
維
持
に
と
っ
て
必
要
で
あ
り
可
そ
の
基
地
機
能
は
日
本
の
安
全
保
障
上
、
有
益
で
あ
る
、
と
い
う
現
実
的
認
識
を
持
っ
て
い
る
、
と
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
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つまり、ここでも琉球・小笠原問題の優先順位は高くなかったし、その内容をみると佐藤首相が提起すると想定さ
れた立場は次のようなものであった。
「佐藤首相は、日米協議委員会の権限拡大を提案するであろう。これには、琉球に対する経済援助だけでなく、琉
球の自治、社会保障など住民の福祉に関する問題、小笠原の旧島民の墓参問題が含まれよう。」
つまり、国務省から大統領宛の提言では、佐藤首相の問題提起は、日本政府の従来からの立場を踏襲するものであ
法
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ところで首脳会談に先立ち、このペーパーとは別に国務省から大統領向けのバックグラウンド・ペーパーが用意さ
れていたが、ここでは、首脳会談で大統領が提起すべき議題、佐藤首相が提起すると予想される議題を列挙し、それ
ぞれについて次のように提言していた。
まず、大統領が提起すべき議題として挙げられていたのは、
で
あ
っ
た
。
次
に
佐
藤
ｌ
、
日
米
経
済
問
題
２
、
第
４
回
日
米
経
３
、
琉
球
・
小
笠
原
４
、
日
本
の
核
計
画
ま
ず
、
大
統
領
が
提
１、共産中国問題
３
、
日
韓
関
係
２、声杢閏アジアおよびヴィエトナム問題
第
４
回
日
米
経
済
合
同
閣
僚
会
議
琉
球
・
小
笠
原
問
題
次
に
佐
藤
首
相
が
提
起
す
る
と
予
想
さ
れ
た
の
は
、
次の点である。
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り、従って、佐藤首相が施政権返還に言及することは想定されていなかったのである。
次に、予想される佐藤の問題提起に対して大統領は次のように応じることが提言されていた。
「日米協議委員会の権限については、アメリカの施政権に伴う責任と政策決定能力に変更がなく、協議委員会での
議論を非公開とすることを条件とすれば、拡大できるであろう。我々は小笠原の島民墓参については原則的に受け入
れており、東京でライシャワー大使が詳細を詰めることになっている。」
このように、大統領向けに作成された琉球・小笠原に関するバックグラウンド・ペーパーの基調は、アメリカによ
（釦）
る施政権行使についての現状変更を全く考慮していなかったのである。
そ
こ
で
次
に
、
実
際
の
訪
米
で
行
わ
れ
た
佐
藤
首
相
と
ジ
ョ
ン
ソ
ン
大
統
領
の
会
談
内
容
、
佐
藤
首
相
と
ラ
ス
ク
（
ｏ
の
目
幻
巨
鳥
）
国務長官の会談内容を検討しよう。首脳会談は一月一二日から一三日にわたって行われた。沖縄問題が話題となった
のは、｜二日の佐藤・ジョンソン会談、および一三日の佐藤・ラスクの昼食会における会談であった。
一二日の首脳会談は、午前二時半から約五○分にわたり、佐藤首相とジョンソン大統領のみで行われ、その後、
一
二
時
一
五
分
か
ら
日
米
そ
れ
ぞ
れ
の
閣
僚
が
参
加
す
る
会
談
に
首
相
と
大
統
領
が
合
流
す
る
か
た
ち
を
と
っ
て
い
た
。
首
相
と
大
統
領
の二者会談では、世界情勢全般が話題となったが、沖縄問題が特別に詳細に話し合われた訳ではない。ただ、両者が
閣
僚
会
談
に
合
流
し
た
際
に
、
首
相
か
ら
次
の
よ
う
な
発
言
が
あ
っ
た
こ
と
は
注
目
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
つまり大統領が、佐藤首相に向けて何か言い残したことはないか、と水を向けたのに対して、佐藤首相は、沖縄と
小笠原に簡単に触れたい、と応じたのである。続いて佐藤首相は、極東の平和の為に沖縄基地が果たす役割について
日
本
は
ア
メ
リ
カ
と
同
じ
立
場
で
あ
る
と
述
べ
て
い
た
。
加
え
て
、
日
米
安
全
保
障
条
約
上
の
ア
メ
リ
カ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
と
中
国
の
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
（
二
（
河
野
）
’九
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ラスクは、中国の核実験が、どの程度、日米安保条約及び沖縄におけるアメリカの軍事的プレゼンスに対する日本
人の疑念を変化させたか、と質問したのである。これに対して佐藤首相は、日本人の多数が、日本の安全保障は安保
これに続いて佐藤首相は、琉球・小笠原については、共同声明でカバーされていると述べ、ここで、ラスク国務長
官が次のように口を挟んだ。
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核実験に触れたのち、日本は琉球に対する潜在主権を持つが、施政権はアメリカが行使している、と述べた。佐藤首
相は続けて約一○○万の住民と約九千五○○万に及ぶ日本国民は、施政権返還を熱望している、と述べていたのであ
る。さらにアメリカ統治は約二○年にも及んでおり、大統領は沖縄と日本の世論の、この点に関する感情を理解して
（Ⅲ） 
い
る
と
確
信
し
て
い
る
、
と
し
た
の
で
あ
る
。
このように首脳会談の席上、佐藤首相は、ジョンソン大統領に向梶けて、沖縄の施政権返還に対する住民と世論の強
い｛腿望を伝えていた。この発言は、外務省と国務省のそれぞれ事務レベルが事前に用意したエイド・メモワール（一
月七日）及びバックグラウンド・ペーパーでは想定されていなかったのではないだろうか。そうであったとすれば、
佐藤首相の発言は、佐藤の独自の判断で行われたものと思われ、これがジョンソン大統領に向けて伝えられたことは
注目すべきものがあろう。しかし、アメリカ政府の態度は極めて硬いものであった。佐藤首相の発言に対しジョンソ
ン大統領は、米側が日米協議委員会の権限拡大について準備しており、小笠原の墓参については基本的に受け入れる
つもりである、と回答している。つまり、佐藤首相が事務レベルの想定議題から踏み出して施政権返還の願望に触れ
たことに対し、大統領は先に検討した国務省作成のバックグラウンド・ペーパーの内容以上のことには踏み込まなか
つもりである、
たことに対し、
っ
た
の
で
あ
る
。
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条約に依存していると感じていると回答した。さらに佐藤首相は、日本の核兵器に対する態度については、核保有は
すべきでなく、核使用が必要な状況を作り出すべきでない、と考えている、とも発言していた。続けて、沖縄住民の
間には首相の沖縄訪問を強く望む声があるが、今の時点での訪問は問題を生じる可能性があり、訪問がより有益なも
のになるまで延期すべきである、とも述べて、沖縄訪問のタイミングについては、今後ラィシャワー大使と議論した
ラスクは、前日に引き続いて中国核実験と沖縄問題との関連を強調していた。これに対して佐藤首相は次のように
述べている。琉球諸島の一部で、沖縄本島以外の諸島には防衛上、不可欠ではないものがある。又、現在、防衛上の
目的で使用されていない諸島もある。これらを部分的に分離して返還する可能性はないか。例え部分返還であっても、
日本と沖縄住民にとっては大きな前進になるはずだ。例えば、西表島はどうだろうか。
この佐藤首相による打診はあくまで打診であって、アメリカ側の回答を引き出す一」とを狙ったものではなかった。
事実、ラスク国務長官も、この打診については直接的回答を控えていた。
以上が六五年の訪米で行われたジョンソン大統領、ラスク国務長官に対する佐藤首相の一連の打診と意見交換であ
沖縄返還と地域的役割分担論（二（河野）
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ところでジョンソン大統領との会談の翌一一一一日、佐藤首相は、昼食会でラスク国務長官との二者会談に臨んだ。注
目すべき点は、この会談で佐藤首相がラスク国務長官に対して沖縄に関する地域的部分返還論の打診を行っているこ
とである。この部分返還論については、外務省事務レベルが用意したエイド・メモワールだけでなく、一二月のトー
キング・ペーパーでも触れられていなかったことから見て、或いは、これも佐藤首相独自の判断であったかもしれな
い亜
○~￣ 
い、と付け加えていた。
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問題は、佐藤首相による一連の意思表示に対しアメリカ政府内に佐藤が訪米で沖縄返還を正式に要求した、という
認識は生じたかどうか、であろう。端的に言って、アメリカ政府内にはそうした認識は殆どなかった。従って、佐藤
首相の要望に応じて、直ちに何らかの政策的な準備が始められた訳でもない。
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つた。その内容を整理してみると、次のようなやや錯綜した印象が残る。つまり、佐藤首相は首相就任後に、訪米を
前にしてアメリカ大使館と国務省に向けて沖縄問題に施政権返還という方法で取り組みたいとの意欲を確かに伝えて
いた。しかし、これについては、ライシャワー大使から慎重な助言があり、佐藤はひとまずライシャワーの助言を受
け入れたようである。事務レベルの訪米準備では、佐藤首相による施政権返還の提起は後退しており、従来からの自
治権拡大の一環としての日米協議委員会の権限拡大などに触れることが想定された。しかし、佐藤首相は、訪米後、
ジョンソン大統領との会談では、施政権返還への強い願望を伝えていた。共同声明における首相の願望を改めて強調
したのである。これは確かに首相の一万町願望ではあったが、少なくとも意思表示としての意味はあったのではない
だろうか。同時に、ラスク国務長官に向けて分離返還構想が打診されたことにも注目したい。後に述べる通り、分離
返還構想は沖縄の政界では現実的一勾法の一つとして議論されており、本土の自民党内にも支持があった。国務省、ア
メリカ大使館にも、分離返還の可能性をめぐる議論があった。佐藤首相が六五年一月にラスクに対してこの構想を打
診したことは、こうした動きに影響を与えた可能性がある。しかし後に第二章で見る通り、沖縄問題をめぐる両国政
府内の政治過程が急速に展開する中で、一九六六年一二月には、佐藤首相自身がラスクに対し、分離》返還構想を取り
下げることになった。分離返還構想の提起と後退は、のちに検討する通り基地機能をめぐる議論の深まりと関連して
い
た
の
で
あ
る
。
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周知の通り、アメリカによるヴィェトナムヘの介入は一九六五年から本格化し、その後、長期化した。二月の北爆
開始の後、夏以降には沖縄基地がＢＩ塊爆撃機によるヴィェトナムヘの直接発進の為に使用されるようになった。７
グアム島からの発進を予定していたＢＩ皿爆撃機が、台風避難のために嘉手納空軍基地に移動し、ここから直接にヴ
用することは、この時期から恒常的なものとなった。函）
イエトナムに向けた発進が行われたのは、七月一一八日のことである。嘉手納基地をヴィェトナム軍事作戦のために使
こうした状況で、一九六五年初めから既に日本国内で活発な動きを見せていたヴィェトナム戦争に対する反対運動
は、Ｂｌ塊爆撃機によるヴィエトナム発進にむけた嘉手納基地の使用に対する非難の声を高めた。同時に、これを含
めてアメリカのヴィエトナム介入に強い批判的態度が拡大し、日米両国政府に対する反発が強まったのである。一九
六五年四月には、「ベトナムに平和を！市民文化団体連合」が東京のアメリカ大使館に向けてデモ行進を行ってい
た。アメリカ大使館からは、その三か月後に本国政府に向けて注目すべき覚書が送られている。
この覚書は「アメリカの対日関係」と題され、七月一四日付でライシャワー大使からラスク国務長官に宛てられた
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ところが、それにも拘わらず、第一回訪米に続く同じ六五年の夏以降、施政権返還をめぐる動きは日米両国政府内
で活発化する。その契機となった要因として、ヴィエトナム情勢をめぐる日本国内の世論、及び、佐藤首相による沖
縄訪問（八月）があった。そこで、まず、ヴィエトナム情勢をめぐる日本の国内世論と、これに対する大使館、国務
省、国防省の認識を検討し、続いて、佐藤首相の沖縄訪問について考察しよう。
第三節ヴィェトナム情勢と佐藤首相の沖縄訪問’一九六五年夏
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ラィシャワー大使の覚書は、背景説明として対日関係がアメリカにとって従来以上に死活的な意味を持つに至った
ことを強調した。これまでの数年間、左翼勢力の影響力は低下し沖縄基地問題も調整可能なレベルで推移してきた。
しかしラィシャワー大使によれば、この状況は今年（’九六五年）一月以降、急速に変化しつつある。それはヴィエ
トナム戦争に対する世論の強硬な批判が生じたことによる。こうした状況のもとで、日米安全保障条約の期限である
一九七○年までの間、日米関係を安定的に維持すること、琉球問題に対処することは困難になりつつある。
ラィシャワー大使の対日観で顕著だったのは、沖縄問題に関する次のような把握の仕方であった。つまり、沖縄問
題は、日米関係の中で、最も脆弱なポイントである。何故なら、最近、急速にナショナリズムを強めてきた保守層が、
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ものであり、ラィシャワーによるとマクナマラ国防長官の助言に基づくものであった。同じ覚書は、ジョージ・ポー
ル（の①。『ぬの団巴一）国務次官、ウィリァム・パンディ国務次官補、マクジョージ・バンディ（富。○の。『ぬの国自身）、
（別）
ウォルト．Ｗ・ロストゥ（ヨ島言・幻○ｍ（・言）安全保障担当大統領特別補佐官にも送られた。
この覚書は、北爆開始後間もない時期、車泉のアメリカ大使館がヴィエトナム情勢と沖縄問題とが密接に関連する
と認識していたことを示しており興味深い内容である。さらに、この覚書の重要性は、認識レベルの重要性に留まら
なかった。第二章で見る通り、アメリカ政府内で、国務省・国防省が両省共同で日米関係に関する省間グループを設
立する際に、このラィシャワー大使の覚書は政府上層部の関心を喚起する役割を果たしたのである。この省間グルー
プが取り上げた日米関係に関する議題の中には、日米画安全保障条約の延長方式とともに、琉球問題をめぐる政策的検
討が含まれていた。そこで、この覚瞥の内容を紹介しつつ、沖縄問題の施政権問題としての争占（化を一つの側面から
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左翼勢力の反米主義と手を組む可能性があるからである。自民党政府が、沖縄に関する対米協力を国内政治上あまり
に過大な負担であると考えるようになれば、自民党の利益を日本の防衛に関する必要性よりも重視することもあり得
よう。日本政府の協力がなければ、琉球におけるアメリカ統治は維持できないし、日本政府が｝」の問題を国連、或い
は他の国際機関に提起した場合の反響は大きい。琉球をめぐり日米が対立する一」とは、計り知れない打撃になる。
このような対日観に基づいて、ライシャワー大使は覚書の中で一二項目にのぼる提言を行っていた。それらの中で、
次のような提言に注目しておきたい。
１、まず、ヴィエトナムに関するアメリカの政策決定については、｜股市民への爆撃が日本で批判を強めている
ことを忘れるべきではなく、交渉と多国間の調停を強調すべきである。日本がヴィェトナムをめぐる調停に参
加できれば、より効果的であろう。
２、琉球で生じている住民の不満は、もし琉球が日本の自治体であれば中央政府から５千万ドル以上の援助を受
けることができ、これは中央政府へ納付される税額を大きく上回る、という認識から生じている。しかし日米
両国からの琉球に対する援助額の現状は、この金額の半額以下でしかない。その結果、教育、社会保障の水準
が日本の水準よりも大幅に低い。この不満を解消しなければならない。
３、沖縄基地の継続的な利用にとって何が必要なのか、ということを早急に判断すべきである。｝」の判断に照ら
して施政権の返還の際にはどのような特別基地協定の項目が必要なのか、を決断すべきである。
４、今後、日本政府との密接な協議が必要である。具体的には東京でのライシャワー大使と佐藤首相との会談、
及び、佐藤首相が秋の国連総会に出席する際のラスク国務長官との会談、さらにジョージ・ボール国務次官、
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
二五
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ポ１ル国務次官によれば、現在、国務省は、沖縄基地をＢ１躯発進の目的で使用する｝」とについて、佐藤首相と椎
名外相にメッセージを送ることを、国防省、統合参謀本部とともに協議していた。ポール次官は、沖縄基地使用につ
いて理論的には全く制約がなく、公式には協議の義務も通告の義務もないことを認めていた。つまり、沖縄はアメリ
カ統治下にあって、日米安全保障条約が適用される日本の施政権下にはないから、同条約に伴う事前協議制度は沖縄
これら一連のラィシャワー大使の提言を含む覚書は、アメリカ政府上層部に対して、強いインパクトを与えた。こ
こで留意しておくべき点は、覚書のなかでは、一九六五年七月の時点で、力点の置き方と具体的詳細は別にしても既
に施政権返還という政策決定上の選択肢が想定されていたことである。その際、条件として日本との特別基地協定が
考えられていたことも確認しておくべきであろう。但し、ライシャワーによると特別協定の内容についての日本の立
場
は
依
然
と
し
て
明
確
で
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ラィシャワー大使の提一百は、国務省上層部によって深刻に受け止められた。それは、国務省からの国防省に向けて
の次のような働きかけに表れていた。
まずラィシャワー大使の覚轡を受け取ったジョージ・ポール国務次官は、七月三一日、ロパート・マクナマラ国防
長官宛に書簡を出し、Ｂ１兜爆撃機発進の為の沖縄基地使用に関する国務省の立場を次のように説明していたのであ
る尻
。￣
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又は、同レベルの高官による奉丞泉訪問などを通じて日本に新たな日米関係創出についてのアメリカの意向を伝
え
る
べ
き
で
あ
る
。
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基地に適用されていない。従って、本土基地からの発進ならともかく嘉手納基地からの発進について日本政府に事前
協議する条約上の義務はない、ということをポール次官は確認していた。しかし、その上で、Ｂ１兜の発進はパプリ
シ
テ
ィ
が
高
い
こ
と
か
ら
、
沖
縄
基
地
利
用
の
現
状
が
政
治
マ
タ
ー
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
こ
れ
が
日
本
国
内
の
沖
縄
問
題
全
般
に
対
す
る圧力を危険なまでに高めるであろうことをポール次官は伝えていたのである。
「もし、沖縄基地の使用が緊急事態の場合のみに限定されるのであれば、つまり今週の事態のように台風避難のた
め
の
グ
ア
ム
島
か
ら
の
移
転
に
よ
る
も
の
に
限
ら
れ
る
の
で
あ
れ
ば
必
ず
し
も
深
刻
な
影
響
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
今
後
、
沖
縄基地の使用が頻繁になる前に我々はこの点を集中的に検討しなければならない。」
この判断に基づいて、ポール次官はライシャワー大使の認識に同調して次のように述べていた。
「
日
本
は
今
後
、
二
、
三
年
以
内
に
沖
縄
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
の
権
利
に
対
し
て
、
基
本
的
な
変
更
を
要
求
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
我々が日本の神経を逆なでする行動をとれば、その時期はもっと早まるだろう。」
こ
う
し
た
す
べ
て
の
要
因
を
考
慮
し
た
上
で
、
ポ
ー
ル
次
官
は
マ
ク
ナ
ラ
マ
ラ
国
防
長
官
に
対
し
、
ま
ず
、
統
合
参
謀
本
部
と
の
間
で
この問題について至急検討を行い、さらに国務省と国防省の高いレベルでこの問題の検討を行うことを提案したので
ある。ここから、沖縄問題を含む対日政策全般に関する国務・国防両省の省間会議が発足することとなった。
以上で見た通り、総じて一九六五年前半の日米関係は、アメリカ政府にとって緊急な見直しを要するものになって
いた。その契機の一つはヴィェトナム情勢に関する日本世論の強硬なアメリカ批判であり、その焦点が嘉手納基地か
ら
の
Ｂ
Ｉ
兜
発
進
問
題
に
な
り
つ
つ
あ
っ
た
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
の
動
き
は
、
ア
メ
リ
カ
大
使
館
か
ら
国
務
省
、
国
防
省
の
上
層
部
に
対
し
て
注
意
を
喚
起
す
る
結
果
と
な
り
、
こ
れ
に
国
務
省
が
同
調
し
た
こ
と
か
ら
、
翌
一
九
六
六
年
に
か
け
て
日
米
間
の
安
全
保
障
問
題
と
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
二七
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住民によるデモを含めて佐藤首相の沖縄訪問は、アメリカ大使館に対し沖縄情勢と日本国内の政治情勢との関連に
ついて関心を高める契機の一つとなった。大使館の観察を見よう。首相の沖縄訪問直後、八月二五日付で大使館から
（配）
国務長官に送られた電報の内容は次のようなものであった。
その内容は六点にまとめられていたが、まず従来の政府の方針である援助拡大と住民及び日本の世論との間には明
らかにギャップがある、との認識が紹介された。この認識は、佐藤の沖縄訪問に同行した山野幸吉総理府特別地域連
局長が大使館に伝えたものであった。山野局長は、施政権と基地使用権の分離が困難であることは理解しており、同
時に近い将来の全面返還が困難であることも理解しているとしながらも、このギャップが解消されない場合、返還問
佐藤首相の沖縄訪問は、
「沖縄が復帰しない限り、
と
述
べ
た
こ
と
は
、
よ
く
知
戸
を求め、これを拒否した」
こ
と
も
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
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ともに、沖縄問題をめぐるアメリカ政府内部の政治過程は急速な展開を見せることになったのである。
ところで、アメリカ政府に対して、沖縄問題について関心を高めるもう一つのきっかけとなったのは、六五年八月
の佐藤首相による沖縄訪問であった。この訪問については、従来、日本国内の反応を軸に言及されており、これがア
メリカ政府に対してどのような影響を与えたか、についての検討は少ないのではないだろうか。そこで、この点につ
いてアメリカ大使館の観察及び、国務省の関心に注意を払いつつ検討しておきたい。
佐藤首届旧の沖縄訪問は、八月一九日から二一日にかけて行われた。佐藤首相が那覇空港での緯拶で
‐沖縄が復帰しない限り、日本の戦後は終わらないことを理解している。」
と述べたことは、よく知られているとおりである。さらに、米軍基地を訪問した佐藤首相に対し住民のデモ隊が面会
を求め、これを拒否した佐藤首伯振基地から宿泊先のホテルに帰ることができず、基地内での宿泊を余儀なくされた
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題を利用して反対勢力が沖縄民主党と本土の自民党の立場を悪化させる可能性がある、と示唆していた。佐藤首相に
同行した山野局長が、施政権問題が沖縄と本土の政党間対立につながる可能性があり、沖縄民主党と本土の自民党に
とって不利な材料になる、という認識を伝えたことは大使館の判断に影響を与えたようである。
さらに、沖縄の復帰協（沖縄祖国復帰協議会）が佐藤の訪問中、沖縄は二○年にわたる外国の軍事支配下にあるこ
とを強調したこと、日本の世論がこれに強い影響を受けたことも大使館は認識していた。沖縄統治が外国支配に他な
らない、という点は、プレスが報道した橋本登美三郎官房長官の発言の中でも触れられていた。報道によると、橋本
長官は問題の早期解決に向け国連に返還問題を提起する可能性がある、と示唆したのである。加えて、外務省から出
向中の木野盛幸首相秘書官が大使館員に伝えた次の観察も本国に伝えられていた。
本野秘書官によれば、日本政府は、沖縄問題に国内の健康なナショナリズムを支持する方向で取り組むつもりであ
り、左翼勢力にナショナリズムを独占させないようにしたい、と述べたのである。さらに本野秘書官は、大使館員に
対して、経済援助だけでは既に政府の取り組みとしては不十分であり、早期完全返還が期待できないにせよ返還問題
を無視することはもはや不可能である、と伝えていたのである。
佐藤首相の沖縄訪問と、その後の展開に対する以上の大使館の観察に続いて、佐藤首相本人からは、八月三○日付
（”） 
けでジョンソン大統領宛にメッセージが送られていた。このメッセージは、琉球住民の復帰への感情が強まっている
こと、本土と沖縄との生活水準格差が広がりつつあること、に触れていた。メッセージを大統領に伝えるにあたって
ラスク国務長官名による大統領宛の解説が付されていたが、この解説は、沖縄訪問によって佐藤首相が沖縄問題を議
論する道筋を付けた（震目ぐ８房の言昌命。『：：ロ『○ｍｇ汁・曰の、巨の⑪岳の○画目君四℃『○ず］の曰菖）と表現していた。国
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
二九
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佐藤首相の沖縄訪問後、ライシャワー大使は、先に見たヴィエトナム情勢への日本国内世論に対する懸念とともに、
沖縄問題と日米関係の関わりについて懸念を強め始めていた。佐藤首相に同行した山野幸吉特連局長の観察は、施政
権問題が日本と沖縄の政党間対立を強めるものであり、保守勢力が苦境に立つ可能性がある、というものであったが、
この観察は大使館に対して、琉球問題が政府与党に対する打撃となり、これが日米関係を損なう可能性につながると
いう認識の契機となったのである。この認識は、アメリカ本国政府にとっても無視できないものであった。大使館と
国務省が、沖縄問題と七○年に期限を迎える日米安全保障条約問題との関連について、懸念を共有し始めたのは、こ
の時期以降のことである。こうした中、問題は沖縄基地の機能をどのように考えるか、というところに集約し始める
こととなった。これについて、次章で検討しよう。
（蝿）
め
て
確
認
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
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務省は、今後さらなる日本からのイニシアティブがあることを予想し、これに備える必要がある、と大統領に向けて
指摘していたのである。しかし、同時に留意すべき点は、国務省の立場が、沖縄について、どのような一々法をとるに
しても、それは軍事的目的の為のアメリカによる無期限の琉球統治に基づくものでなければならない、としていたこ
とであった。一九六五年における国務省の立場は、沖縄問題を議論する場合には、基地機能の維持、及び、その為の
アメリカによる統治の継続が前提となる、というものであった、と言えよう。
ところで、’九六五年夏の佐藤訪沖以後、日本政府は次のような動きを見せていた。沖縄から帰った佐藤首相は、
九月、沖縄問題閣僚協議祭を発足させ、沖縄に対し義務教育費の半額国庫負担制度を適用することを決めた。さらに、
第二回目の閣僚協議会では、沖縄の地位に対する政府統一見解が示され、対日平和案約第一一一条と日本の潜在主権が改
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一
月
の
佐
藤
訪
米
後
間
も
な
い
六
五
年
夏
以
降
、
日
米
両
国
政
府
は
返
還
へ
の
道
を
模
索
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
際
、
次
第
に
浮
上してきた焦点は施政権返還と基地機能の関連であった。これは最終的には佐藤・ニクソン会談で妥協が図られるこ
と
に
な
る
が
、
そ
の
端
緒
は
既
に
ジ
ョ
ン
ソ
ン
政
権
期
に
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
と
は
言
え
、
こ
の
妥
協
点
に
至
る
ま
で
に
は
多
く
の
粁
余
曲
折
が
あ
っ
た
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
妥
協
点
に
至
る
ま
で
の
政
治
過
程
で
は
、
七
○
年
に
期
限
切
れ
を
迎
え
る
日
米
安
全
保
障条約の帰趨、ほぼ同時に進行していた核拡散防止条約への参加問題が、沖縄基地の機能をめぐる議論と関連して議
論
さ
れ
て
い
た
こ
と
に
目
配
り
す
る
必
要
が
あ
る
。
総
じ
て
沖
縄
の
基
地
機
能
を
め
ぐ
る
政
治
過
程
に
は
、
大
国
化
し
つ
つ
あ
っ
た
日
本
の
外
交
政
策
が
模
索
し
た
方
向
性
、
ヴ
ィ
ェ
ト
ナ
ム
戦
争
の
本
格
化
に
伴
う
ア
メ
リ
カ
外
交
の
変
容
の
あ
り
方
が
、
そ
れ
ぞ
れ
反
映
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
変
容
の
歴
史
的
意
味
に
は
看
過
で
き
な
い
も
の
が
あ
る
。
つ
ま
り
一
九
六
○
年
代
後
半
の
日
米
関
係
に
お
け
る
或
る
一
面
が
、
沖
縄
を
焦
点
と
す
る
政
治
過
程
に
凝
縮
さ
れ
て
い
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
と
言
え
よ
う
。
そ
こ
で
、
こ
の
政
治
過
程
に
つ
い
て
次
の
三
点
に
焦
点
を
当
て
て
考
察
し
た
い
。
ま
ず
第
一
に
、
琉
球
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
、
い
わ
ゆ
る
ス
ナ
イ
ダ
ー
・
グ
ル
ー
プ
の
役
割
で
あ
る
。
そ
の
発
足
は
一
九
六
六
年
六
月
七
日
、
Ｓ
Ｉ
Ｇ
に
よ
っ
て
正
式
に
認
め
ら
れ
た
。
ス
ナ
イ
ダ
ー
・
グ
ル
ー
プ
は
、
施
政
権
返
還
へ
の
政
治
過
程
で
長
期
的
に
重
要
な
役
割
を
果
た
す
こ
と
に
な
る
。
ス
ナ
イ
ダ
ー
・
グ
ル
ー
プ
の重要性は、まず、このグループがいわゆるスナイダー・レポート〈富○日宛旨ご烏厨②の印葛）を完成させたことに
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
〉
一一｜’
第
二
章
施
政
権
返
還
と
基
地
機
能
第
一
節
ス
ナ
イ
ダ
ー
・
グ
ル
ー
プ
の
発
足
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（１） 
見ることができる。このレポートは、最終的な施政権返還への道を開くこととなったとされている。次に、このグル
ー
プ
の
議
長
と
な
っ
た
ス
ナ
イ
ダ
ー
日
本
部
長
が
、
一
九
六
○
年
の
日
米
安
全
保
障
条
約
改
定
交
渉
に
関
わ
り
、
そ
の
合
意
の
詳
細
な
部
分
に
つ
い
て
熟
知
し
て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
長
期
的
に
み
る
と
、
施
政
権
返
還
の
政
治
過
程
は
、
六
○
年
に
合
意
さ
れ
た
日
米
間
の
妥
協
点
を
洗
い
出
し
再
解
釈
す
る
作
業
に
つ
な
が
る
の
で
あ
る
が
、
ス
ナ
イ
ダ
ー
は
こ
の
作
業
に
関
す
る
適
任
者
で
あ
っ
た
と
言
え
よ
う
。
こ
の
点
は
日
本
政
府
に
も
見
る
こ
と
が
で
き
、
後
に
施
政
権
返
還
交
渉
の
事
務
レ
ベ
ル
に
お
け
る
中
心
的
役
割
を
果
た
す
東
郷
文
彦
北
米
局
長
も
、
六
○
年
条
約
改
定
交
渉
に
深
く
関
わ
っ
て
い
た
。
さ
ら
に
ニ
ク
ソ
ン
政
権
期
に
入
る
と
、
六
○
年
交
渉
当
時
の
担
当
者
を
施
政
権
返
還
交
渉
に
任
命
す
る
な
ど
の
配
慮
に
よ
っ
て
、
課
題
に
対
応
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
次
に
第
二
の
焦
点
と
し
て
、
こ
の
時
期
以
降
、
日
米
両
国
政
府
の
内
部
で
沖
縄
基
地
の
機
能
を
め
ぐ
っ
て
模
索
が
重
ね
ら
れ
、
相
互
の
打
診
が
展
開
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
第
二
節
で
見
る
通
り
、
こ
の
議
論
は
、
一
九
七
○
年
に
期
限
を
迎
え
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
日
米
安
全
保
障
条
約
の
延
長
問
題
と
関
連
し
た
だ
け
で
な
く
、
当
時
の
日
米
両
国
政
府
が
重
視
し
て
い
た
日
本
の
核
保
有
可
能
性
と
も
関
連
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
佐
藤
首
相
は
核
持
込
み
に
対
す
る
否
定
的
態
度
を
米
側
に
伝
え
て
い
た
。
最
後
に
第
三
の
焦
点
は、この政治過程で沖縄の令離返還の可能性をめぐり両国政府が関心を示し、これが最終的に佐藤首相とラスク国務
長官との間で否定されるに至ったことである。分離返還構想は、先に見た通り、佐藤首相自身が六五年訪米の際に、
ラスク国務長官に向けて打診したものであった。これについて一九六六年一二月、佐藤首相は訪日中のラスクとの会
談
の
中
で
、
分
離
返
還
構
想
を
取
り
下
げ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
判
断
が
基
地
機
能
の
問
題
と
関
連
し
て
い
た
こ
と
は
、
大
い
に
考
え
ら
れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そこで、第一節では第一の焦点であるスナイダー・グループの形成をめぐり、アメリカ政府内の経緯を追ってみよ
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先
に
見
た
通
り
、
六
五
年
七
月
の
覚
書
で
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
大
使
か
ら
日
米
関
係
と
沖
縄
問
題
を
め
ぐ
る
懸
念
を
伝
え
ら
れ
た
ラ
ス
ク
国
（３） 
務長官は九月、マクナマラ（宛Ｃウの耳三ｏｚ②白山日）国防長官に宛てて、覚書を送り、次のように述べていた。ラスク
長官は、ライシャワー大使の懸念を共有する、とした上で、日本政府とのハイレベルな協議の必要性を指摘していた。
アメリカ政府が日本政府首脳との間で密接な協議を必要とした背景には、次のような事情があった。
そ
の
一
つ
は
、
ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
情
勢
が
緊
迫
化
す
る
な
か
、
嘉
手
納
基
地
か
ら
の
Ｂ
ｌ
皿
発
進
が
国
会
で
追
及
さ
れ
て
い
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
七
月
末
か
ら
八
月
に
か
け
て
、
佐
藤
首
相
、
椎
名
外
相
、
外
務
省
の
安
川
壮
北
米
局
長
は
、
そ
れ
ぞ
れ
国
会
で
野
党
の
批
判
の
矢
面
に
立
っ
た
。
こ
の
事
態
を
伝
え
た
ア
メ
リ
カ
大
使
館
か
ら
の
電
文
は
、
北
爆
が
続
く
こ
と
が
野
党
に
有
利
な
材
料
を
与
え
て
い
る
、
と
（４） 
し、政府内部にさ》え、ＢＩ塊発進の目的で嘉手納基地を使用する必要性に対する疑問の声がある、と指摘していた。
ラ
ス
ク
長
官
は
こ
う
し
た
事
態
の
も
と
で
、
極
東
に
お
け
る
日
米
共
通
の
利
益
に
つ
い
て
日
本
政
府
と
検
討
し
、
と
り
わ
け
ヴ
ィ
ェ
ト
ナム戦争をめぐる日米の共通の利益を協議することによって、相互の誤解を解消したい、としていたのである。
し
か
し
ラ
ス
ク
長
官
に
よ
れ
ば
、
日
本
政
府
首
脳
と
の
協
議
の
前
に
、
ま
ず
ア
メ
リ
カ
政
府
内
の
合
意
を
形
成
す
る
必
要
が
あ
り
、
と
り
わ
け
、
国
務
省
と
国
防
省
が
日
米
関
係
に
関
す
る
極
秘
の
研
究
を
行
う
べ
き
で
あ
る
、
と
さ
れ
て
い
た
。
こ
こ
で
ラ
ス
ク
が
必
要
性
を
強調した研究分野は、日本の防衛力、日米関係、アメリカの琉球統治であった。これらの政策課題のなかで、琉球に
つ
い
て
は
、
基
地
機
能
を
損
な
う
こ
と
な
く
住
民
に
対
す
る
行
政
的
寳
任
を
日
本
に
移
管
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
、
の
分
析
も
含
まれる、とされていたのである。加えてラスクはＶ国務省側からコーディネーターを出す、としてＷ・バンディ（言】］‐
｜冒曰切目身）次官補を指名し、研究の結論と提言がＮＳＣ（国家安全保障会議）の承認を要すると述べていた。っ
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
〈
河
野
）
一一一一一一
Ｐつ◎
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（５） 
まり大統領レベルの決定によって、省間協議の結論を補強することが必要とされていたのである。
その後、一○月にはマクナマラ国防長官がラスクの提案を受け入れた。二月に入り、Ｗ・バンディ国務次官補が
サィラス・バンス（○『『■⑪ぐ目８）国防次官に対して、これらの政策課題を検討する為の国務・国防省間会議を申
（６） 
し入れた。パンディ次官補は、これに先立って東京を訪問しライシャワー大使と会談、さらに沖縄を訪問していた。
国防省からは、ジョン・マクノートン（］・冒目・言Ｃｚｇｍ三○口）国際安全保障問題担当次官補がバンディの提言に
同
意
し
、
自
ら
省
間
会
議
の
国
防
省
代
表
と
な
っ
た
。
（７） 
一」の提言に基づいて国務・国防合同会議の第一回会合が開かれたのは、一九六六年一月のことであった。
続いて三口尺ジョンソン大統領の命令で、この政策課題についてＳＩＧ（の①己。『』貝のａの日『目①自国］の『Ｃ巨已）が
（８） 
国務省を補佐する組織として発足した。一」の時、事務局長を国務次官（Ｇ・ポール）としこれに加えて国防次官、ホ
ワイトハウスからは安全保障担当特別補佐官の他、ＣＩＡ、統合参謀本部議長、などがメンバーとなった。さらに、
ＳＩＧの地域的下部組織としてｌＲＧ／ＦＥ（『具の『ロのロロゴョのロ白｝幻のｍ－ｏ目一○『・ロロヘ句四『園の計）が設立された。か
くてＳＩＧから国務・国防両省に宛てられた覚書で、次の４点の政策課題について、それぞれ五月までに研究と報告
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
１
、
日
本
の
防
衛
力
３
、
日
米
安
全
保
障
条
約
２
、
琉
球
基
地
４
、
日
米
関
係
全
般
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これら四点の政策領域を見ると、アメリカ政府の沖縄問題に関する再検討が、単独の政策課題としてではなく、日
米関係における日本の防衛力及び安全保障条約との関連で意識されていたことがわかる。後に見る通り、日米安全保
障条約に関する研究では、条約の延長方式を中心として検討され、自動延長方式に対するアメリカの支持が提言され
ることとなる。これら一連の研究はＩＲＧ／ＦＥが担当することになった。ところで、これらの政策課題のうち、琉
球基地を除く三点については、六六年五月末に報告書がほぼ完成しＳＩＧの承認を得ている。しかし、琉球基地に関
する政府内の合意が形成されるためには、かなりの時間が必要だった。何故なら、琉球基地に関する研究と報告の取
りまとめは、国務省と国防省との間で調整が難しく、その完成は予定よりも大幅に遅れることとなったからである。
報告書完成が遅れた一因は、琉球問題に関する首間ワーキング・グループ立ち上げの必要性をめぐって政府内の見解
が分かれていたことであった。それは、とりわけ、沖縄問題をめぐる対応について、アメリカ政府が日本政府に先立
ってイニシアティヴをとるべきかどうか、さらに、この問題についてのワーキング・グループが必要かどうか、とい
う点に関わっていた。
まず六六年四月に、国務省が琉球基地に関して政府部内で回覧した報告書草案は次のように述べていた。
ｌ、現状の琉球統治に関するアメリカの政策は日本の要望に対応できていない。
２、琉球には、政治的不安定と日本への復帰圧力（但し、復帰に際しては、必要な米軍基地機能を保障する）が存
在する。日本政府は、近い将来、ここ１，２年の間に、こうした基地協定を提案することがあるのではないか。
３、もし、日本政府が琉球問題について効果的な役割を与えられれば、曰本は琉球におけるアメリカの目的を支援
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
三五
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この報告は第一項目で沖縄におけるアメリカ統治政策に問題があり沖縄には政治的不安定が存在する、と指摘し、
この認識に基づいて、琉球問題を扱うワーキング・グループを立ち上げることを提言していたのである。
この提言に対して軍部からは強い反対が寄せられた。六六年五月、ＣＩＮＣＰＡＣ（太平洋統合司令部）、および
統合参謀本部は、現状の安全保障条約を適用するにせよ、或いは何らかの基地協定を結ぶにせよ、施政権返還が基地
の戦略的価値を悪化させることは間違いなく、従って近い将これを受け入れることはできない、という立場を取って
いた。同じ時期、沖縄の高等弁務官、陸軍次官からも四月の国務省報告書草案に対して、反対意見が寄せられていた。
反対の理由は、アメリカの政策は現状の沖縄統治の継続を前提として、これと住民及び日本の要望との最大限の調整
を目指すことである、とされており、従ってワーキング・グループ立ち上げは必要ない、とされたのである。国防省
〈旧）
は、この反対意見を受け入れていた。
ところで、ワーキング・グループ立ち上げについては、ライシャワー大使からも反対意見が寄せられていた。ライ
シャワー大使は、国務省報告草案に対する国防省の立場のなかで、とりわけ対日認識に関する誤解がある、と述べて
法
学
志
林
第
一
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六
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第
一
号
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する方向で影響力を行使できるだろう。
４、ワーキング・グループを立ち上げ、琉球における米軍基地に対する可能な限りの代替的選択肢について研究さ
せるべきである。その際、このグループは、ＩＲＧとＳＩＧに対して政策提言を行うべきである。このグルー
プは、琉球の米軍基地を損なうことなく存続させる為の取り決めを伴う、日本への施政権返還交渉の実現可能
（９） 
性について、見通しを一不すべきである。
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ライシャワー大使は、こうした国防省の立場が大使館及び国務省の立場と全く相容れないとし、国防省が国務省の
立場を無視している以上、こうした状況でワーキング・グループを立ち上げても実質的効果があるかどうか疑わしい
今
後
、
在
日
米
軍
基
地
を
“
強い支持を挙げていた。
こうして琉球ワーキング・グループ立ち上げについては軍部からも大使館からも支持が得られない状況に陥った。
この膠着状態が打開されたのは、六月に入って次のような妥協点が模索され、第二次草案がまとめられたことによる。
妥協の骨子は、琉球問題について、アメリカからイニシアティブを取ることはしないこと、しかし、問題の検討に向
けたワーキング・グループ立ち上げは認めることであった。ワーキング・グループ立ち上げについては、国防省内に
国際関係担当次官補による同意があり、陸軍次官との協議があったとされている。国務省と国防省は大幅な妥協の後、
六月四日に両省合意による報告書をまとめた。その内容は、次のようなものであった。
１、沖縄基地の完全な自由使用が極東と世界に展開するアメリカ軍事力にとって死活的に重要である限り、アメリ
カが返還のイニシアティヴをとるべきではない。しかし、自治拡大、琉球における日本の役割拡大は、現状の
統治政策のもとで実現可能である。
２、しかし、返還を求める琉球と日本の関心の高まりを考慮し、状況の変化には十分に備えなければならない。
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
三七
（Ⅲ） 
と考一えていたのである。
いた。国防省が先の国務省報告書草案を批判する際に、日本が共産中国との密接な関係を求めており、総じてアメリ
カからの自立をめざす危険性がある、との見通しを示していたからである。加えて、国防省の日本に対する分析では、
今後、在日米軍基地を継続して使用できるかどうかは不確定であるとし、その理由として日本社会党に対する世論の
Hosei University Repository
この一連の内容をみると、冒頭で示された部分、つまりアメリカ政府がイニシアティヴを取るべきではないという
点については統合参謀本部をはじめとする軍部の立場が強く反映されたものに芯っていたが、その反面、ワーキン
グ・グループ立ち上げについては国務省の見解が強く出ていたことが解る。何故ならこの妥協のもとでワーキング・
グループの構成メンバーは、国務省、国防省、ホワイトハウス、陸軍省、統合参謀本部などとなっており、グループ
次に、第二段階として、上記の結論が出た上で、これに照らして次のようなさらなる研究が求められていた。
Ａ、もしも施政権返還が必要となった場合、琉球の基地機能の有効性はどの程度損なわれるのか。
Ｂ、もしも施政権が返還された場合、琉球で必要な基地機能の遂行を維持する為の計画はどのようなものになるか。
Ｃ、基地撤去のコスト、又は、琉球内部或いは他の地域に代替基地を建設するコストはどの程度になるか。
（⑫） 
Ｄ、施政権の分離返還について、その可能性、財政的或いはその他のコストはどの程度になるか。
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３、ワーキング・グループを立ち上げ、国務省から議長を出す。
なお、ワーキング・グループに課せられた政策課題の検討手順は次の二段階で示されていた。
まず、第一段階としては、
Ａ、琉球と日本のそれぞれの世論と政府の態度が、今後、四、五年でどのように変化するか。又、この変化が日米関
係に与える影響はどのようなものか。
Ｂ、自治拡大及び、琉球と日本の結びつきを強化させることに対する要望が、統治と両立しうるためのステップは何
ｶｺ 
。
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した。
の議長は国務省から出すことも認められていたからである。ホワイトハウスからの代表をグループに参加させる点は、
国務省の主張が容れられた結果であった。かくて、ワーキング・グループは、六月七日正式承認を受け、｜四日に第
一回会合を開いて議長をスナイダー日本部長とし、作業を始めることとなった。
その後、スナイダー部長は、ジョンソン政権からニクソン政権への政策的連続性を結果的に担保する役割を負うこ
とになり長期的に交渉に関わることになる。ニクソン政権期に返還交渉が本格化すると、スナィダーは交渉担当公使
として東京に赴任し、当時のアーミン・マイャー（ン『ヨョニの房『）駐日大使を補佐して交渉の細部に至るまで関与
スナイダーグループのメンバー構成を考える際に、ホワイトハウス代表の役割は注目すべき点である。グループの
メンバー構成にホワイトハウスからの代表者を加えることを提案したのは国務省であった。この点について興味深い
のは、同年五月三○日にウオルト．Ｗ・ロストウ（安全保障担当大統領特別補佐官）がジョンソン大統領に宛てて出
した覚書である。覚書の内容は、沖縄問題をめぐる事態を次のように伝えていた。
ロストウによれば、最近日本訪問から帰国したマクジョージ・バンディから琉球に関する覚書が既に大統領宛に送
られていた。バンディの提言は、次のようなものであった。
１、沖縄基地問題は、本土復帰要求の高まりの中で、日本における主要な政治的争点となることが確実視されてい
２、この問題について、これまで国務省と国防省の共同作業は成果をあげてこなかった。
３、沖縄問題についてはホワイト・ハウスの圧力が必要である。昨年二九六五年）の訪日以来、この印象が強い。
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施政権返還への過程で、最も焦点となった問題の一つが沖縄米軍基地の機能であった。それは端的に言えば、本土
基地と沖縄基地の機能的な相違に起因する問題であった。アメリカ統治下の沖縄にあっては、米軍が日本政府による
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このように指摘したロストウは、沖縄問題について自分を担当者に任命するように大統領に向けて要望していたの
〈旧）
である。周知のとおり、一九六七年の佐藤首相訪米に際しては、ロストウ大統領特別補佐官と日本側の若泉敬一泉都産
業大学教授との間に私的な情報ルートが設けられ、共同声明の重要な文言（「両三年内に」返還時期を決定する、と
いう部分）に関する実質的な交渉があった、とされている。これについては、従来、外務省の消極的対応に満足しな
かった佐藤首相が極秘に総理大臣からの私的なメッセンジャーとして若泉をワシントンに送り、大統領補佐官のロス
〈Ｍ）
トゥとの接触を図った、と説明されてきた。これを踏ま》えた上で解ることは、アメリカ側にも沖縄問題について官僚
レベルで対応することの限界を認識する立場があったことである。つまりロストウ補佐官は一九六六年五月に既に、
沖縄問題に対する関心を示しその担当に意欲を持っていた。その背景にあったのは、アメリカ政府内の沖縄問題をめ
ぐる国務・国防両省間の対立が深いことから、この問題を官僚レベルではなく、大統領の政治レベルで扱う必要性が
ある、という認識であったと言えよう。沖縄問題は、国務省と国防省との協議に委ねることなくホワイトハウスが直
接介入して当たるべきである、という助言は、沖縄問題をめぐるその後の政治過程に影響を及ぼすこととなった。
かくて、ジョンソン政権下のアメリカ政府は対日政策の検討とともに、これとの関係で沖縄に注目し始め、一連の
課題を検討する為の制度的枠組みを整え始めることとなった。
第二節基地機能をめぐる構想と打診Ｉ安全保障条約延長問題と「核」との関連で
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条約上の制約を受けずに基地を自由に使用できる、ということである。本土の在日米軍基地については、六○年に改
定された日米安全保障条約の事前協議制度の適用を受けて、これらの基地に対する米軍の使用について制約を課され
ていたことに比べ、沖縄基地の使用にはそうした制約が課されていなかった。これがいわゆる、沖縄基地の自由使用
といわれるものであり、その具体的内容については、アメリカ大使館のＪ・エマーソン（］Ｃ官向日白の『の。。）が、日
本側に対し次のように述べていた。’九六六年九月、エマーソンは、総理府の森総務長官との会談の中で、沖縄基地
の有効性の鍵が米軍による自由使用であり、それは「直接発進目的」と「核兵器関連目的」に関する自由使用である、
まず、自由使用のカギとなる二つの機能のうち、戦闘行動へ向けた自由発進をめぐる問題である。これは当時の国
会でしばしば問題となった。これについて一九六五年夏の国会論争を見よう。第一章第三節で見た通り、’九六五年
沖縄返還と地域的役割分杷藷二）〈河野）
四一
第一章で検討した通り、佐藤首相が沖縄問題を「施政権返還」という方法でアメリカに向けて提起し、これを受け
てアメリカ政府内に沖縄問題検討の必要性が認識されるに至った時、次第に浮上してきたのは基地問題という難問に
他ならなかった。この難問はそれぞれの国内で論争を引き起こすことになったのである。それはつまり、返還後の沖
縄基地が、アメリカによる自由使用に関する権利を残したまま日本本土の一部になるのか、或いは、野党が主張して
いた通り、基地を撤去した上で本土の一部になるのか、というかたちで整理できる問題であった。とりわけ日本国内
では、折からのアメリカによるヴィェトナム戦争本格化に向けた批判が強まるなか、基地使用をめぐる本土と沖縄と
の差別には野党からの追及が厳しさを増していたのである。ここではこの政治過程を一九六五年夏以降一九六六年に
（応）
上」述べていたのである。
かけて検討する。
まず、自由使西
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夏以降、ヴィェトナムヘ向けた戦闘発進目的で沖縄基地が使用されるようになった。これについて、ポール国務次官
からマクナマラ国防長官に宛てた覚書で、ポールは、ヴィェトナム向けＢ－兜発進の為の沖縄基地使用が条約上の自
由使用権とは別に政治マターとなったという認識を示していたことは既に触れた通りである。しかし、これに対する
日本国内の動きは、ポール次官の認識以上のものがあったようである。しかも国会の質疑を見ると、政府与党と野党
との距離は必ずしも広くはなかったのである。
七月三一日の衆議院外務委員会では、椎名外相と安川北米局長がそれぞれ、社会党からの質問を受けていた。嘉手
（肥）
紬基地からのＢＩ兜発進の数日後のことである。社会党の帆足計議員、一Ｐ叶里子議員による質問は、Ｂ‐兜のグアムか
らの移駐と発進が、台風避難目的の例外的なものであればともかく、今後これが恒常化するのであれば事前協議の対
象となるのか、という点を追及した。帆足議員は、本土基地と沖縄基地が条約適用上差別されること自体が国民感憎
の上で割り切れないとし、これについては超党派的な措置を講じるべきである、と主張していた。戸叶議員の主張は、
台風避難ならばさておき、今後はこの目的以外で嘉手納基地を使用することは認めることができない、というもので
あった。両者の議論は事前協議の適用範囲に及ぶものとなったが、その際、この制度の適用範囲を広義に解釈する姿
勢を政府に求めていたのである。ここで社会党が「広義」という場合、それは事前協議に対する否定的回答に力点を
置いていたことは言うまでもない。答弁した安川局長は、もしもＢ－皿が核装備をしているのであれば、当然、事前
協議の対象となると回答していた。
ところで、これに関する佐藤首相の国会答弁を見よう。続く八月二日には、衆議院本会議で佐々木更三社会党委員
（、）
長が代表質問に立ち、佐藤首相は次のように答弁していた。佐藤首相は、自分自身もこれに対して驚いており、「割
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り切れないものがある」との立場を示していた。野党と政府が、事前協議制の適用について本土基地と沖縄基地が区
別
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、
と
も
に
「
割
り
切
れ
な
い
」
感
情
を
共
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し
て
い
た
こ
と
に
な
る
。
安川局長は遺憾の意を伝える為にエマーソンと会談した。この会談を本国政府に伝えたエマーソンの電報は、佐藤
首相本人が国会で表明した立場について次のように触れていた。安川局長によると嘉手納基地をヴィェトナムヘのＢ
（肥）
ｌ皿による直接発進に使用したことに佐藤は「ショック」を受けていた。六五年一月の首脳会談ではアメリカのヴィ
エトナム戦争を全面的に支持していたし、北爆の必要性についても理解を示していた佐藤首相は、沖縄に関する限り
別の立場があったようである。同年二月にまとめられたアメリカＣＩＡ文書は佐藤首相が沖縄基地をヴィェトナム
（脚）
に向けた直接発進作戦に使用することには反対である、と記している。
基地の自由使用のもう一つの次元は「核」問題であった。この問題は佐藤一一クソン会談における返還交渉の大詰め
まで最終決定されなかったし、その決定内容については、今日、両者の間で秘密の合意があったとされている。日本
（卯）
の核政策とＮＰＴ加入については、既に先行研究が詳細に分析している。ここでは、先行研究の成果を踏まえつつ、
沖縄問題との関連で核をめぐる日米の議論を見ておきたい。まず日本の核政策をめぐる議論については次のような背
景があった。一九六○年代、フランスに独自の核開発の動きがあり、続いて中国核実験などアジアにも核拡散へ向け
た変化が生じ始めていた。インドの核保有が予想される中、日本の核能力についてのアメリカの関心は高まっていた
そこで日本の核開発能力に対するアメリカの関心と懸念を見よう。一九六五年八月二○日、Ｗ・バンディ国務次官
補
の
覚
書
に
付
さ
れ
た
付
属
文
書
は
「
日
本
の
防
衛
政
策
」
と
題
さ
れ
、
日
本
の
核
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力
に
つ
い
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次
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な
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を
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い
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のである。
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この結論に至る議論で、政策文書は佐藤首相が最近の国会で七○年以降の条約継続について期待する、と述べたこ
とに触れ、現在では条約に対する反対は殆どない、と述べている。政策文書によれば、アメリカ政府はこれまで延長
まず日米安全保障条約をめぐる議論を見よう。一九六六年三月、国務国防両省が、対日政策の再検討に着手した際、
日米安全保障条約及び、日米間の全般的関係、日本の防衛政策、琉球問題の四点の政策文書作成が指示されており、
五月には、琉球問題を除く三点の報告書が完成していた。これらのうち、日米安全保障条約、日米間の全般的問題に
関する政策文書については、それぞれの結論の中でライシャワー大使に向けた指示が明記されていた。つまり、この
文書の結論に沿って、早急に佐藤首相との間で個人的かつ非公式な協議を行うように、との指示であった。
日米安全保障条約の期限に関する政策文書は、一九六六年五月二七日付けでＳＩＧへ提出され、その承認を受けた
もので、結論としては七○年に期限切れになる条約を固定延長方式ではなく、自動延長方式で継続することを提言し
もので、〈醜）
ていた。
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た。この文書によれば、日本は一九七○年代初めまでには、核丘〈器とその運搬手段の双方について、生産能力を持つ
ことができるだろう、とされていた。これに対してアメリカは、日本が独自の核開発に向かうことを防ぎ日本に対し
（釦）
て核拡散防止条約（ＮＰＴ）調印に向かうように影響力を行使すべきである、との提一一一一口が一示されていたのである。六
六年に入って、安保条約延長を含む対日政策全般の再検討が始まったとき、日本に対し核保有を認めないという、こ
の方針も踏襲されることとなった。当時、アメリカ政府内で作成された二つの政策文書は、この方針を含む日米間の
安全保障について示唆に富む議論を展開している。これらの内容について施政権返還における基地機能との関連で考
え
て
み
た
い
。
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方式（自動延長か、固定延長か）について公式な立場を表明してこなかったが、昨年二九六五年）秋、ライシャワ
ー大使から佐藤首相に向け、この問題に関する議論に着手することに関し打診があった。これに対する佐藤の回答は、
日韓関係の正常化までは、議論を延期したい、というものであった、という。
政策文書によれば、条約に関するアメリカ政府の結論とその理由は次の通りであった。
まず、条約の延長については、延長がアメリカの利益となる、という結論が出ている。延長方式については、条約
の第一○条変更を提案し、一○年の期限を切って延長する方法（固定延長方式）があるが、アメリカ政府はこれを採
用
す
る
つ
も
り
は
な
い
。
そ
の
理
由
は
、
以
下
の
通
り
で
あ
る
。
五点挙げられた理由の中では、そもそも条約が無期限である、と受け止められていること、特に大きな欠点がない
こと、に加えて、次のような理由が示されていた。
１、条約は、一連の妥協を伴っている。これらがもし、オープンになると、現状のバランスを維持すべく、さらな
る一連の条約修正が必要になる。
２
、
た
と
え
最
も
小
さ
い
変
更
で
あ
っ
て
も
、
条
約
改
定
案
は
日
本
の
国
会
、
及
び
ア
メ
リ
カ
上
院
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
これは日本の左翼勢力に機会を与えるものとなろう。
３、条約改定に伴う、どのような変更であっても、条約に伴う詳細な合意について「明確化」と「再解釈」が必要
になる。
政
策
文
書
が
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た
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の反対理由を考えるときに直ちに念頭に浮かぶ問題の一つは、六○年の条約改定の際の妥協点となったいくつかの非
公開合意の存在であろう。施政権返還との関連では少なくとも次の二点を考える必要がある。まず朝鮮半島有事の際
の事前協議制の解釈に関する非公開の合意である。次に「核持ち込み」（ご←『。：：。。）に関する合意であろう。政
策文書は、もし条約改定となれば六○年当時、日米両国が了解した一連の妥協がオープンになるとし、これを「パン
ドラの箱を開ける」ものと表現していた。実際、この政策文書は条約によってアメリカが得てきた利益を列挙するな
かで明確に「可目巴（（通過）」を挙げていた。これは事前協議の対象となる「持ち込み」の定義に関わる問題であり、
一九六○年改定交渉では、核搭載艦船の「通過」は核の「持ち込み」には含まれない、との非公開の合意があった。
こ
の
合
意
が
ア
メ
リ
カ
政
府
に
と
り
有
益
な
も
の
で
あ
る
限
り
、
政
府
内
で
は
そ
の
維
持
が
強
く
要
請
さ
れ
て
い
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か。同時に、この解釈について日本政府内の理解にやや混乱があったことと比べると、この合意はアメリカ政府内部
で
は
既
に
定
着
し
た
理
解
で
あ
っ
た
こ
と
が
解
る
。
ともあれ政策文書は、こうした非公開合意に関する一連の理由から固定延長方式（条約の第一．○条が一○年後に両
国が通告すれば条約を終了させることができる、としていることから第一○条改定によって条約を延長する一々式）を
回避すべきである、という結論を引き出していた。
さらに政策文書は佐藤首相自身が固定延長論である、との見方があることに触れ、日本政府が固定延長を提案する
可能性を排除できない、としていた。従って、ライシャワー大使に指示を出し、個人的かつ非公式レベルで佐藤首相
にアメリカ政府の方針を伝え、誤解を防ぐ為に佐藤首相と議論すべきである、と提言していたのである。ライシャワ
ー大使に向けて佐藤に伝えるべく指示された内容は、次の点に及ぶものとなっていた。
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つまり佐藤首相は、六六年夏にはアメリカ政府の方針が条約の自動延長であるという情報を得ていたことになろう。
ところで、もう一つの政策文書である「日米間の全般的関係」は、これも五月二七日に完成し、政治、経済、軍事
の全般的分野についての提言をまとめたものとなっていた。一○項目の提言に加えて、ライシャワー大使、アメリカ
（配）
政府担当者のそれぞれに対して求められている行動が一項目ずつあり、〈ロ計一一一項目から成っていた。
注目すべき点は、アメリカは日本が独自の核能力を持つ決定を行わない様にすべきである、と提言していたことで
ある。さきに見た「日米安全保障条約」に関する政策文書が、日本国内に核保有への圧力がある、と指摘していたこ
とと併せて注目すべきアメリ力政府の決定であった。日本国内の核保有論については、六六年二月の下田武三外務次
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あ后ごっ。
６、我々が、
２、アメリカ政府は、一○条（条約の終了）を含む条約全体を改定する意図もない。
３、アメリカ政府は、佐藤首相が条約の廃棄及び改定の意図はない、という公式発表をすることを歓迎する。
４、両国政府がそれぞれ七○年に先立って条約廃棄の意図がない、との公式発表をすることも望ましい。
５、条約に伴う複数の合意についても改定を提案する意図はない。但し、これについての最終決定は、時期尚早で
１、アメリカ政府は条約を七○年に打ち切る意図はなく、六○年の条約改定当時の立場を踏襲して、条約を無期限
る
◎ 
と考えている。
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て
佐
藤
首
相
の
サ
ジ
ェ
ッ
シ
ョ
ン
を
歓
迎
す
Hosei University Repository
・
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
一
号
四八
（型）
官の発一一一一口があったことが想起されよう。つまり、アメリカ政府の対日政策における核の扱いについては、六五年八月
二
○
日
付
け
政
策
文
書
「
日
本
の
防
衛
政
策
」
の
提
言
が
変
更
さ
れ
る
こ
と
な
く
確
認
さ
れ
、
Ｓ
Ｉ
Ｇ
の
承
認
を
得
て
い
た
の
で
あ
る
。
こうした内容を盛り込んだ政策文書（「日米間の全般的問題））は、最後の二項目で、次のように述べていた。まず、
ライシャワー大使は、早急に佐藤首相と会い、この文書の線で日米関係全般についてレヴューすべきである。次に、
アメリカ政府担当者は、対日政策のハンドリングと、作戦行動上の問題について、この文書の分析と結論を指針とす
べ
き
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
最
後
の
二
項
目
は
、
こ
の
政
策
文
書
の
認
識
を
、
政
府
内
の
文
官
・
制
服
の
双
方
が
共
に
指
針
と
し
て
採
用
す
る
こ
と
を
提
言
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
政
策
文
書
が
指
示
し
た
通
り
、
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
大
使
は
、
七
月
一
日
、
佐
藤
首
相
と
の
間
で
非
公
式
な
協
議
を
持
ち
、
こ
の
文
書
を
共
に
レ
ヴ
ュ
ー
し
て
い
た
。
同
時
に
大
使
か
ら
佐
藤
首
相
に
向
け
て
、
七
○
年
以
後
の
安
全
保
障
条
約
（鮨）
に
関
す
る
ア
メ
リ
カ
の
見
解
が
詳
し
く
説
明
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
大
使
の
説
明
に
対
し
て
、
佐
藤
首
相
は
、
ど
の
よ
う
に
対
応
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
ま
ず
ア
メ
リ
カ
の
北
爆
を
支
持
す
る
趣
旨
の
発
言
を
し
た
後
、
佐
藤
首
相
は
日
本
が
大
国
の
一
員
と
な
っ
た
こ
と
、
ア
メ
リ
カ
が
日
米
の
国
益
は
一
致
し
て
い
る
と
の
認
識
を待っていることに触れ、琉球・小笠原については、日本の基本的立場は不変であると述べた。さらに、大使の防衛
問
題
に
関
す
る
レ
ヴ
ュ
ー
に
関
し
て
佐
藤
首
相
は
、
ジ
ョ
ン
ソ
ン
大
統
領
が
昨
年
二
九
六
五
年
一
月
）
、
ア
メ
リ
カ
が
日
本
に
対
す
る
核攻撃に有効に対処すると保証したことを確認、核政策について、次のように発言していた。佐藤は、日本は独自の
核
開
発
を
考
え
て
お
ら
ず
、
核
不
拡
散
に
は
協
力
す
る
つ
も
り
で
あ
る
、
と
述
べ
て
い
た
。
つ
ま
り
「
日
米
間
の
全
般
的
関
係
」
に
関
す
る
政
策
文
書
は
、
日
本
独
自
の
核
開
発
を
抑
制
す
る
方
針
を
提
言
し
て
い
た
か
ら
、
佐
藤
の
反
応
は
、
こ
の
提
言
に
対
す
る
、
日
本
側
の
同
意
を
示
す
も
の
と
な
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。
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以上で検討した通り、基地の自由使用に関する二点をめぐる日本国内の議論は、次のようにまとめることができよ
う。まずの戦闘機の発進については主としてヴィェトナム情勢との関連で議論されていた。国会では、これと事前協
議
制
度
の
問
題
に
つ
い
て
野
党
か
ら
は
ア
メ
リ
カ
側
に
対
す
る
否
定
的
回
答
を
迫
る
立
場
が
表
明
さ
れ
、
こ
れ
に
つ
い
て
沖
縄
基
地
を
差
別することについて「割り切れない」感情が強調されていたのである。もう一つの問題である核に関しては、アメリ
カ政府が日本に対して独自の核開発に否定的立場を伝え、同時に日本政府からは沖縄に言及しつつ核持ち込みについ
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
二
）
（
河
野
）
四九
これに加えて佐藤首相が触れた次の点は、その後の沖縄問題の展開から見て看過できないものがあろう。つまり佐
藤首相は、アメリカによる日本への核の持ち込み（一日『・冒昌。ご）については国内に非常に難しい問題があり、しか
も
、
こ
れ
は
沖
縄
と
関
連
し
て
い
る
、
と
発
言
し
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。
佐
藤
首
相
は
、
核
の
持
ち
込
み
に
関
す
る
日
本
の
態
度
は
基
本
的
に
変
化
し
て
お
ら
ず
、
日
本
の
困
難
な
状
況
に
つ
い
て
の
ア
メ
リ
カ
の
理
解
を
求
め
た
い
、
と
述
べ
て
い
た
。
周
知
の
と
お
り
、
’
九
（妬）
六七年一一月の訪米で〈ロ意された小笠原返還に際して、佐藤首相は、のちに非核三原則（ないし四原則）と呼ばれる
核
に
関
す
る
基
本
的
立
場
を
示
す
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
一
つ
が
日
本
へ
の
核
の
持
ち
込
み
を
認
め
な
い
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
佐
藤
首
相
は
、
日
本
の
核
武
装
に
対
す
る
ア
メ
リ
カ
の
懸
念
を
解
消
す
る
こ
と
に
努
め
る
一
方
で
、
ア
メ
リ
カ
に
対
し
て
は
、
日
本
へ
の
核
兵
器
持
ち
込
み
が
国
内
政
治
上
困
難
で
あ
る
と
し
、
こ
れ
に
対
す
る
ア
メ
リ
カ
の
理
解
を
求
め
つ
つ
、
こ
れ
と
沖
縄
返
還
と
の
関
連
に
言
及
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
佐
藤
首
相
が
「
核
持
ち
込
み
」
と
述
べ
た
際
に
、
こ
れ
に
「
通
過
」
を
含
め
て
い
た
か
ど
う
か
、
は
記
録
か
ら
は
分
か
ら
な
い
。
し
か
し
、
沖
縄
返
還
へ
の
模
索
と
打
診
の
な
か
で
佐
藤
首
相
が
、
核
持
ち
込
み
に
対
す
る
事
前
協
議
制
の
制
約
を
、
よ
り
強
く
確
認
し
た
こ
と
、
そ
れ
を
沖
縄
を
め
ぐ
る
国
内
政
治
上
の
理
由
か
ら
補
強
し
て
い
た
こ
と
は
、
あ
る
種
の
布
石というべきかもしれない。
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ての難色が強く示されたことになる。
では、これらの点を踏まえた上で、六六年春以降の沖縄問題をめぐる日米両国の打診と協議の積み重ねを見ておこ
う。この時期、政府上層部とＣＩＡは、それぞれ沖縄の施政権要求をめぐる日本政府の立場が微妙であることを次の
ように確認していた。その根拠として注目されていたのは基地機能問題であった。
まず、マクジョージ・バンディが大統領に宛てて送った「沖縄の将来」と題された覚書を見よう。この覚書でバン
ディは、沖縄問題の難しさを打開すゑ々法として日本政府と次のような取引を提案していた。つまり、日本には沖縄
の民政に関する権利を回復させ、他方で我々が必要とする基地権利を日本が明示的に受け入れる、というものであっ
た
。
こ
こ
で
、
パ
ン
デ
ィ
は
、
次
の
よ
う
な
予
測
を
示
し
て
い
る
。
「日本は完全復帰を要求するであろう。しかし、そうなると日本政府が自ら選択した結果として本土への核兵器受
〈〃）
け入れを認めることになる。しかし、これは一九六六年現在では極めて難しい。」
つまりパンディは、施政権返還要求が日本国内の反核感情との間で齪鰭を来たし、日本政府を苦境に立たせること
を
予
測
し
て
い
た
訳
で
あ
る
。
こ
れ
と
ほ
ぼ
同
じ
時
期
に
ま
と
め
ら
れ
た
Ｃ
Ｉ
Ａ
の
報
告
書
「
琉
球
問
題
に
関
す
る
日
本
の
立
場
」
一
九六六年六月二○日）は、さらに詳細にこの問題を分析していた。
ここでは、最近の自民党内の分離砕返還論に触れた上で、日本人の大部分が沖縄に対する主権の完全な回復を目標と
していることを指摘しつつ、しかし自民党政府は、沖縄基地をアメリカの支配下に残したいのではないか、という見
通しを述べていた。何故なら、もし施政権返還を完全に受け入れると、それは憲法の不戦条項に抵触することになる
からである。さらに、返還は核に関する政府の方針にも転鱒砿する。これを打開すゑ々法として、特別行政区域につい
Hosei University Repository
て様々な提案があったが、しかし、これは沖縄を憲法の保護のもとから切り離すことによって差別する、との非難に
道
を
開
く
こ
と
に
な
り
、
難
し
い
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
こ
の
Ｃ
Ｉ
Ａ
報
告
書
は
、
日
本
政
府
の
沖
縄
返
還
要
求
に
内
在
す
る
難
問
と
（記）
その背景を具体的に指摘していたと一一言えよう。共通するのは、施政権返還を要求する日本が、いずれ核基地問題をめ
ぐ
っ
て
デ
ィ
レ
ン
マ
に
陥
る
こ
と
を
予
測
し
た
点
で
あ
っ
た
。
同
時
に
、
こ
こ
に
は
、
完
全
復
帰
と
な
っ
た
場
合
、
基
地
機
能
を
維
持
す
る
目
的
の
も
と
で
自
由
使
用
は
前
提
と
な
る
、
と
い
う
ア
メ
リ
カ
政
府
の
立
場
が
強
く
窺
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
そ
れ
ぞ
れ
の
認
識
と
予
測
を
背
景
と
し
て
日
米
両
国
政
府
間
で
は
、
沖
縄
基
地
を
め
ぐ
る
慎
重
な
打
診
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
佐
藤
首
相
と
ラ
イ
シ
ャ
ワ
ー
大
使
と
の
非
公
式
協
議
の
数
日
後
、
ラ
ス
ク
国
務
長
官
が
来
日
、
日
本
政
府
高
官
と
の
間
で
協
議
を
行
っ
た
。
七
月
七
日
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
時
の
ラ
ス
ク
長
官
の
発
言
は
、
先
に
見
た
マ
ク
ジ
ョ
ー
ジ
・
バ
ン
デ
ィ
（
一
九
六
六
年
五
月
）
、
及
び
Ｃ
Ｉ
Ａ
報
告
書
（
’
九
六
六
年
六
月
）
が
示
し
た
施
政
権
返
還
を
め
ぐ
る
予
測
を
考
慮
し
た
時
、
興
味
深
い
も
の
が
あ
る
。
つ
ま
り
一
九
六
六
年
時
点
で
ア
メ
リ
カ
政
府
内
に
は
、
返
還
要
求
が
日
本
政
府
を
デ
ィ
レ
ン
マ
に
立
た
せ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
認
識
が
あ
っ
た
の
で
あ
る
が
、
ラ
ス
ク
は
、
会
談
に
出
席
し
た
椎
名
外
相
に
対
し
、
沖
縄
に
関
す
る
次
の
よ
う
な
ア
メ
リ
カ
の
立
場
を
伝
え
いた。つま出
允
の
で
あ
る
。
ラスクによれば、北京が平和共存に転じない限り、沖縄基地の現状は死活的に重要である、とされた。さらにラス
クは、もし施政権返還が基地機能の移転を伴う場合、日本政府は世論の反発によって国内的には今よりも苦しい立場
に
立
つ
の
で
は
な
い
か
、
と
指
摘
し
、
ア
メ
リ
カ
が
沖
縄
基
地
に
つ
い
て
現
状
以
上
の
制
約
は
受
け
入
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
述
べ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
ラ
ス
ク
は
核
基
地
を
含
む
返
還
に
な
れ
ば
、
世
論
の
日
本
政
府
に
対
す
る
反
発
は
現
在
以
上
に
強
ま
る
こ
と
を
警
告
し
（鯛）
て
い
た
の
で
あ
る
。
沖
縄
返
還
と
地
域
的
役
割
分
担
論
（
二
（
河
野
）
五
一
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同じ日に、行われた佐藤首相との会談では、次のようなやりとりがあった。
ここでの議題は日米安全保障条約問題であったが、佐藤首相は、延長方式について日本政府の結論はまだ出ていない、
と述べている。ラスクが、ＮＡＴＯ条約を引き合いに出して、ドゴール大統領を除いてＮＡＴＯ諸国が条約延長を期
待していることを指摘すると、佐藤は、日本にはドゴールはいないと強調していた。さらにラスクが、もし安全保障
条約がない状態になれば、日本は核保有するのか、と質問し、佐藤は個人的には日本がフランスのようになることは
良いことではない、との考えを伝えていた。
このように、一九六六年の段階で日米両国は、相互に立場を探り合いつつ、日米’安全保障条約の自動延長と、日本
の非核化についての合意を模索しつつあった、と言えよう。この模索は施政権返還の条件としての基地問題に長期的
な影響を与えることになるのである。さらに一連の打診のなかで、従来から模索され、佐藤首相もラスクに向けて打
診したことのある分離返還一々式について最終的な結論が出されることになった。これについては第３節で検討したい。
は
じ
め
に
（
１
）
Ｕ
・
Ａ
・
ジ
ョ
ン
凸
（
２
）
細
谷
千
博
他
編
。
（３）同右、七九五頁。
（
４
）
渡
邊
昭
夫
「
サ
Ｚ
（５）楠田賢インタビ’
饗）渡邊昭夫「サンフランシスコ講和五○年」（同志社大学アメリカ研究所編『同志社アメリカ研究』三八号所収）’八’一九頁。
Ｕ）楠田實インタビュー（一九九五年一一月一六日）【■２８ニヨ・『色。『四一匹一②〔。『『一日の『ぐ】の蚕『・ＤＣ且Ｅｃ－８ｇ少酋三百『自陣百
口ロロ尻。｝】冨巨『臼冨・Ｚ。このヨワの『』⑦。ご□⑫。ご・の．，］■石臼邑句『。］のＣ丘□】己一○目】色二Ｃｍの。色ユ（］ご回ロロロｎｏｐｏヨ】。”の一口二○口いい旨のの』⑩①ＰＣ円四一エ】の，
【。『］勺『。｝の具三島。ｇ］⑫の目臥［］シ『・亘『の。以下、［Ｚ②シ］と略記。このインタビューで楠田は、韓国条項と台湾条項について日本側
Ｕ・Ａ・ジョンソン『ジョンソン米大使の日本回想』草思社、一九八九年。
細谷千博他編『日米関係資料集一九四五－九七」夏泉大学出版会、一九九九年、
七八六頁。
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（１）’九五九年五月、岸首相からＤ・マッカーサー大使にむけて、沖縄情勢が沈静化している間は、日本政府がアメリカに対し公的に
施政権返還を要求することはない、との発言をしていた。罰）高崎菖記：毎．鼠具暮③〔冒再賢切冒唇鞄［帛埼【田］白思配山豊ロ『。｝・〆『員旨，
、§・園〕、日も」ｓ・池田外交における沖縄構想については、改めて検討すべき課題と考えている。
（２）福井治弘「沖縄返還交渉ｌ日本政府における決定過程」（日本国際政治学会編『沖縄返還交渉の政治過程」国際政治五二号有
（２）福井坐
斐
閣
、
云
（３）勺ユｇ
（４）我部垂
（５）中島髭
は、この畦
（６）細谷仙
（７）同上。
（８）同上。
は消極的であった、と述べている。しかし雨別のインタビューで、当時駐日大使であったアーミン・マイャーは、これとは異なる趣旨
の発言をしている。シ『目口三①］の『○且四一のＳご旨｛の『くす弓○．ゴ：ｇの。ｇ幻《》す⑮耳尹・三世曰ｂ一・『・］自巨『】］『」垣＆□・の．，］：目で『。，
］の、戸口一℃』○曰呉】ｐの③、巨ユ【］・餌己ＱｐｂｏｐＣ日】Ｃ”の一四二○二⑫②ご○のち９－。『四一四】閏。『】□『。］のＲ［ｚのシ］，
（６）台湾については、以下を参照。句『・ヨロの目⑮］一○ｍのＣ『①国具冨の幻○○℃や。ｍの⑫『のくの鼠。皀○【幻百ご巨房一曹己鮠（Ｃ］伊已自言の①己一・局．
］震『．ｏの日『四一句○『の億口□Ｃｌ】。］国一の⑫》巴ヨーー患Ｐ己○門ご宛『□昂．宛のｇ・Ｚ昌○目』し『：】『ＢＯＣ一一の胸の固『〆三四『竜一四コＰ韓国について
は以下。○頁館。ご嘱弓Ｃ］①鰭『：】・句曰目】レョワ・国【○銭ｓ〔Ｃ②口の己ｇｚｏぐの曰〕すの『の．』垣９．○の。（『巴弓。『の一ｍ己勺○一】ミヨ一のの．＄ヨー」器Ｐ勺ＣＦＳ
宛昌ご【の》幻のｇ》Ｚ目・目］シ『・宣く畷・○Ｃ］］偶の勺貰宍・富回ｑ］四目》スナイダー公使の台湾訪問は、一九六九年一○月二六日。句【○ｓ目。‐
ごｏ〔・目】己の】・○・【◎すの『］＠．乞患・石○惇ら宛Ｋご田．宛。＄・Ｚ呉一・目一シ『ｏ三『の酌．。。一一ｃ胸⑦勺四『宍・字厨ｑ一目。『スナィダー公使の韓国訪問
は、同年一一月七日。可３ｓ『。ごｏ８シロ］の日日のの留めの。色］》ＺＣぐのヨワの『Ｐ］農Ｐで○Ｆ】②幻『ご［Ｐ宛の＄・室昌Ｃ冒一宵Ｃ宣くの⑫．○。］一の油の
勺四『丙・シヨ四『］百コ。。
勺１⑩Ｑ一一四Ｑ眉己冨○嵐目乏四丙のぐの『②】：団員８こＣｓ｛】旦貝の国。〔一目言三四の三コ日。。］患？］垣＄葛（同右）。
我部政明『戦後日米関係と安全保障』吉川弘文館、二○○七年。
中島琢磨「初期佐藤政権期における沖縄返還問題」（九州大学法学部『法政研究』第七三巻第三号、二○○六年一二月）。
この時期に焦点を当てた数少ない研究の一つとして貴重なものである。
細谷他編。五一一二’五二三頁。
同上。六二四’六二五頁。
一九七五年。
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（型）三のロ】。『ロ己昌己さ『ＳＣｍｃＤ『の国『］『『◎ヨンョ９ｍの因。『元の一②ｏ冨巨の『・言。Ｅ『宛の一日】○曰菖昏］四℃目写］巳三一」垣忠・［Ｚ⑫』］・Ｚ。・Ｃ宣旨・
くあ）Ｆの耳円甸『○日言のロョロの『いのり『の厨『『。｛い【呉の（国四一一）一○ｍの。『の一煙『竜。［己禺の口印の三○三口日胃Ｐ］こ］昌琶・岳留・｛亀『〔（ｍ］Ｃ壱・ａ『・・ロロ・
］］］ｌ】一四・
（羽）○四つ一①Ｃ向宅少宛目二局ｚ『
空］つつ』の、酉』『。
（Ｍ）面冒す一の－９ｍ】・『○六］Ｃｓ②の。②与呉の》Ｃの８ヨワの『函Ｐ乞段・［ｚのシ］・Ｚ○・ｓ＄『・
（旧）中島信吾「戦後日本の防衛政策』慶臓大学出版会、二○○六年。第九章。
（脂）ごｎｏヨョ胸『の】の、『四『。．ｇ『Ｐ目。斤昌。｛。②の、、菌〔の。□の８日すの『②Ｐ』し量・［Ｚのシ］・Ｚ○・９ｓ］・
（Ⅳ）総理府が沖縄問題に対して関与するようになった経緯については、以下を参照。河野前掲懇、一二七頁。
（旧）シ昼の，富の自。弓Ｐ］自目ｑ『・］垣忌・［Ｚめど．ｚ○・ｓ←］垣・
（旧）函四○弄油『◎巨口○勺四つ円。］四国匡囚『三『・』②①、．［Ｚｍシ］・三○・三一臣・
（加）「佐藤首相訪米に関する米政府の背景ペーパー」（一九六五年一月五日・七日）（細谷他編前掲轡、六一四－六二五頁）。
（皿）［患》宛こい］岳＆－』①ｇ・『。］，圏・で四旦砲・］鼬已甦ロロ・の．。○くの『三ョ①ロ［Ｐ】『旨一百ｍ。【【】Ｃの。三四印冨口碩（Ｃｐｇｇ・ロ・局』・
（犯）三のョ。『句且［』ョ。【ＣＯ曰くの『、日一○口・農ｐ．ｍ．’］眉目宛●］“二。景菖二幻の一貫の二三○『一旦で『◎す］の日②瓢・国②囚丙巨の、［。（勺『旨の冨旨一の［の『。ご囚，
己目）四目⑭の。『⑦盲『冤甸巨醜【』目目『］屋』や＆叩の。『のｓｑＦ目ｇｏ戸〕【。『勺『】【己の三目里⑮『切回日沖縄県立公文脅堕所蔵宛の８ａヱニョー
（Ⅱ）『■
（吃）シ已
面
）
沖
輌
一三頁。
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（９）三８ヨヨ曲目の｝の油『、日日○戸『。Ｓの①。、厨Ｅｚ（》くの目冨『一Ｐ一患一・○の。（『四一弓○円の】函己宅。』】自国｝の②』⑪震－］⑪ｇで○Ｆ］シや缶Ｚとい幻の
９．ｚｇ一○二四一シ『Ｃ三『の②『。。」｝渦の勺口『宍・冨貰ご目ｃ・
（⑩）シ】『ｍ『ｐｓｂ⑥８日すの『屋］患』・幻］昊二巨一の一ｍ目の出一晋ｎ．曰目②⑪一○口の『矼・ｏ回一一○口勺『一日Ｃ宣旨国の『・ｚｇ－Ｃ目］⑫の２『］ごシ『・言『Ｐ旨，
目：貫鳶ｓ鳶：鷺爵借菩｛・萱§、吻胃畠曾・員尊ご菖乱Ｇミロ昏薯の．』愚〒皀副・［Ｚ圏］・Ｚ・・畠『軌・
（Ⅱ）『佳一穴ご陀勺Ｃご戸口の。①ヨヮの『』Ｐ一忠」・目彦の幻昌巨弄］巨凹ロロロ○口ご房一四二号・［ｚ切尹］・Ｚ。・ｇ塑麗・
（吃）シロロの口Ｓ〆（。『四房旨、勺回已図・［三ｍシ］・二○・ｓ患一・
（旧）沖縄に関する日米協議委員会については、河野康子「沖縄返還をめぐる政治と外交』（夏夙大学出版会、’九九四年｝二○九－二
すの『『色唖』Ｐ
○句⑫『シ弓同・］巨一豈罠己３ロミロ閏葛員ら○句菖葛§隊記骨導ｇｇｇ鳥員以下［ＤＣ幻の］と略記。○【
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第
二
章
（１）『雪扇苅⑩ご亀
『シ・己ロ碑⑨－幽騨
ご少．
（８） 
（６）三のョ（］『■コユロョご『シ勝誌百コ佇めの、『の菌『］｛。『句四『向山の｛の『。シ｛『田『②（ご『・国巨ロロ『）》ｚｏ『の曰ロ日』『』①認・［ｚ、シ］・Ｚ。．ｇ認弓，
（７）ご冨記８⑩『鰯ご菖具○雪冒ご貝』Ｑ湯③助言（唇冒『ミ③量姐§ミロ）弓島司息員］巨一］］⑤『画・目ゴ餉葺員の｛。『ロの崗自の①シ息一忌めの②・少『］旨狛８口
（４）回国】す｛巴唖山Ｐ｜
（５）（３）と同じ。
（２） 
（３） 】』や０
（顕）『の一の、『■ヨョ『○ョ三の両己冨囲忌ご］弓目（○ｓの□の息『（日の【〕一○［⑫国豆少巨悶巨⑪（呂』車＆忌量・も己．］笛－」霞・
（訂）三のい②四ｍの（『○ョ勺『旨の冨冒）②（の『の日○。ご眉目・缶巨喰巨②己Ｐ］』＆［ｚのシ］９日』・
（配）沖縄問題閣僚協議会については、河野前掲書、二二八－一一一一一○頁。なお、第二回閣僚委員会（九月七曰）の内容について詳細な説
明は、以下を参照。旨８ヨヨ岨弓の｝の、『②ョ．⑪のロ〔のヨワの『、．］②ａＣの貝『、］句。『の狩口句○一】２国一＄』⑪震‐岳９勺○口③両目□団幻の９．三四‐
二○日一少『◎三『の⑪ｈ・二の、①で、『〆冨胃］一ｍ目．この電報によると、確認事項は次の通りであった。
１、日本の潜在主権、２、日本国謹法は現在、沖縄には適用されない。３、対日平和条約第三条の信託統治に関する部分は、国連憲
章七八章によって無効にはならない。４、アメリカは究極的には沖縄の日本への返還を意図しており、その場合は奄美大島返還方式を
踏襲する。５、現在日本政府は軍事基地と施政権の分離を支持していない。６、沖縄問題は日米二国間で調整すべき問題であり、日本
政府はこの問題を国連に提起するつもりはない。７、日米安全保障条約は沖縄には適用されない。
。）、の己。『曰【の『□の己凹月日の日四一（宵○一』□〈巴の）は、’九六六年一一一月に設置され、外交政策に関する省間の問題について国務長官を補
佐する任務を持ち、】日のａのご閏｛曰のロ旦甸の狛冒目］の８５３『岳①旬日目⑫《に対して政篭提一一一一コの提出を指示した。［男巨的］＆量・も］畠
［ＣＯ〔ロ。（の。
回ヨワ｛の］笛Ｐ目。【］ｏ８ｍの○の国汁の壷少巨狛巨の→］函。］⑪②⑫》［ＤＣ宛、］○【』Ｓ９℃②①９．
同ロ］耳の一色②、。□の。の冒す臼『・』⑪３．［ロロ幻の］Ｃ【⑭］つＳｃ】ヨヨ，
旧の耳の『句【Ｃ自の①。『の国ごＣ〔⑫←胃の”巨鼻５ｍの。『の白昌（）『□の『①。ｍの三，三ｍ『目『Ｐ印の頁のヨワの『農．』②ｓ・Ｐ［国『ロｍ］等量．．ご己．』ヨー
『毒③詞⑩ご亀風。琶○「Ｃミヨｐｇｐ発邑
沖縄返還と地域的役割分担論二）（河野）
〔）口吻①切冒魯冒冒可月圏ｑｅＣ己冒貝（◎夢］仁一豈皀『四・百ｍ二冒戸Ｃ５『□の［の口的のシコロー］ｍの⑩。シ『｜ヨ巴。ゴ
五五
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（狐）黒崎箸、
（妬）百用［窃
弱
）
黒
崎
箸
、
（”）言のヨミ
（犯）ご厨一一釘
』』ｃｃ』⑱Ｃ⑪」単・
（羽）三の日。『
（ｕ）Ｃ陣三Ｃ『。【竜Ｃ－ＣｍＣＣｍ（ｇＰｇＰ豈隠・［ｚのシ］ｚ○・Ｃｓ③函・
（⑫）夢Ｃ旨丙望巨歸『〔一切西凹⑫の⑫図（」Ｅ］の隼〉一℃『○℃○ｍ＄｜【○【少②曰旦］の『○こつ」巨二の“・一恵①》［三ｍシ］・ｚＣ・ニヨロ・
（田）二の。］・『菖目。】「Ｃ『牙の勺『畷ご目一・三ｇざ・】①３［ロロ幻⑫］これについてのＭ・パンディの大統領宛メモは以下。三の己○日目目）
可Ｂヨシ｛。。①。【ぬの団巨口。『一○厚の⑭昼の□こ◎ごロの。Ｐご昌圏．］農ｍ・冒宛［田］ご量・もつ・一患ｌ］雪・
（Ｍ）若泉敬『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』文蕊春秋、一九九四年。
（脂）『の｜の碩国ョ句『○ョ芽の同ョ日研】ヨ］砦昌一ｃ［言ＣＤ息『（ョ目｛Ｃ『叩Ｅｇ・印８一目】すの『『・］⑪９．冒詞［田］ご負・・己已・一韻－」認・
（
旧
）
衆
議
院
外
務
委
員
会
議
録
、
’
九
六
五
年
七
月
三
一
日
。
（Ⅳ）衆議院本会議録、一九六五年八月二日。
（旧）ロョ頁の一急Ｐ弓。弄望○芹○ｍのｎｍ冒芹の．シ巨碩こめ（届．」②爵・［ＤＣ宛の］Ｃ宍単］ｇｓ旨＆．
（四）三ｍ［】。。、｜』。〔の一二ｍの己８国⑩【一ョ貝の》Ｚ。『のヨケの『星雪一霊切・［、記貝的］＆量・一己己．］き－国］・
（鋤）黒崎輝『核兵器と日米関係ｌアメリカの核不拡散外交と日本の選択一九六○’一九七六」有志舎、二○○六年。
（Ⅲ）三の日。『、。。臣ョ句『◎ョ岳のシいの一切岳ゴ（印のＣ『のごｑ『。『句包『向閉冨『コン『『聾一『皷（西口ロー竜）戸Ｃ日のＣｇＥ巨白】：『の①Ｒの白ござ同勺○一三，
８－少（〔巳『⑭（『すＣｓでの。■）・鈩巨頗巨②｛画Ｐ乞忌・日記ロ山］ご苞・もロ・巨芭’一巴・
（皿）ｇのロ】Ｃ『：Ｑ巨日【『○日昂の’甸同．⑫巨亘のＣ【》□．、。，」：自切の２日］『『８ｑ・宣昌目．ご急・［ｚのシ］］ロ９コ一・
（鋼）『の一の頤『津ョ可『Ｃヨニのロョ冨餉望冒］眉陸『二Ｃ戸。①□ｇ胃冒】ｃ員。（叩冨〔Ｐ］巨一『面』器の。【、宛ロ②］ご辻・・つつ．］色Ｉ』念．
（９）自毒の宛⑪』⑮武
〈、）ご苞・も・巴。
三の日。『：。巨己。『、○口『の厨ｇ】。。．」昌弩『』患Ｐ［西司【閉］ご国・・つつ一念－］念．
言のョＣ『：旦昌【】句『Ｃョ富Ｄｏｇ侭ＤｐＥ己已竜一Ｃ勺『○ｍ匡目こ○すロ⑰ＣＰｇご閏・」息②・円詞ロ②］ご蔵・・つつ］窪Ｉ］雪・
自昌の一一釘の。８三の目○日目屋ョ》『ずの」呂自の②①で○⑪三．コヨ宛の恩『二百三の万百弄冒⑪Ｃ口の農。■・］目の一口」⑩＄．
Ｓ詞宛巨吻］８．口（・ロロ」だ１」念．
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自●冒宛ｇ：一目＆○ミヨミ巨月』（〉白の⑯切言且ミミ蔦目頭恩旦（）。。ａ冒貝（・毬・＆・ａ『もロ．ご－呂
二○九頁。
’九六頁。
五
六
［ご□河巴Ｃ炭
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（釦）三の曰Ｃ団ロロ巨目。【ＣＯ曰くの励菖】ＣＰ］臣】］『・』⑫＆
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胃旬目印］建武・も已金ｌ］巴
五七
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